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第２号様式（第４関係）  

令 和  ７  年 １ １ 月 ２ ６ 日  

 

調 布 市 議 会 議 長  宮  本  和  実  様  

 

                  文 教 委 員 長  大  野  祐  司  

 

   視 察 等 共 通 部 分 報 告 書  

 

下 記 の と お り ， 視 察 （ 研 修 ・ 視 察 研 修 ） を 実 施 い た し ま し た の で ，

視 察 等 個 別 部 分 報 告 書 （ 第 ３ 号 様 式 ） を 添 え て 報 告 い た し ま す 。  

 

記  

 

１  実 施 名 称 （ テ ー マ ）  

  令和７年度調布市議会文教委員会行政視察  

２  実 施 期 日 （ 期 間 ）  

  令和７年１０月６日から令和７年１０月８日（３日間）  

３  実 施 場 所 （ 視 察 先 ・ 研 修 会 場 ）  

  ・岐阜県恵那市（恵那市議会）  

・愛知県蒲郡市（蒲郡市議会）  

・愛知県半田市（半田市議会）  

４  実 施 目 的  

  文教委員会所管事務について，他自治体の視察，事務調査を行う

ことにより，今後の市政に十分反映させることを目的とする。  

５  参 加 者 の 氏 名  

  ・大野  祐司  ・青山   誠  ・大須賀浩裕  ・川畑  英樹  

  ・ 木下  安子  ・澤井   慧  ・須山  妙子  
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６  実 施 結 果 （ 視 察 概 要 ）  

  ・ 岐 阜 県 恵 那 市 （ Ｉ Ｃ Ｔ 教 育 の 推 進 に つ い て ）  

教 育 委 員 会 教 育 研 究 所 ・ 学 校 教 育 課 に よ る 説 明  

(1) 児 童 ・ 生 徒 を 支 え る 学 校 内 外 の 包 括 的 な 取 組 に つ い て  

   恵 那 市 で は Ｉ Ｃ Ｔ 教 育 の 推 進 を 目 的 と し て ， 令 和 ２ 年 度 末 に タ

ブ レ ッ ト 端 末 を 全 学 校 に 導 入 し ， ３ 学 期 か ら 運 用 を 開 始 し た 。  

  ア  Ｉ Ｃ Ｔ 教 育 ら ぼ の 設 置  

    教 職 員 へ の ヘ ル プ デ ス ク 機 能 や 子 ど も た ち へ の プ ロ グ ラ ミ ン

グ 教 育 の 支 援 を 行 っ て お り ， 令 和 ５ 年 に 市 役 所 庁 舎 の 隣 に 設 置

し ， 小 規 模 な が ら 教 育 支 援 の 拠 点 と し て 機 能 し て い る 。  

    子 ど も た ち に Ｉ Ｃ Ｔ を 活 用 し た 継 続 的 な 学 び の 機 会 を 提 供 す

る た め ， 機 器 の 保 守 や 通 信 環 境 の 安 定 化 ， 学 校 現 場 へ の 支 援 体

制 の 強 化 を 図 る ほ か ， 教 職 員 へ の 支 援 と し て プ ロ グ ラ ミ ン グ 部

の 運 営 支 援 や 校 外 プ ロ グ ラ ミ ン グ 教 室 の 開 催 な ど を 実 施 。  

  イ  恵 那 市 立 小 中 学 校 Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 推 進 方 針 の 策 定  

    Ｉ Ｃ Ｔ を 利 用 す る こ と が 目 的 で は な く ， 目 指 す 子 ど も の 姿 を

具 現 す る た め に Ｉ Ｃ Ｔ を 効 果 的 に 活 用 し て い く こ と を 悉 皆 研 修

に お い て 説 明 す る こ と で 共 通 理 解 と し た 。  

  ウ  そ の 他  

    Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 推 進 方 針 の 具 現 に 向 け ， 様 々 な 研 修 や 取 組 を 実 施

し て い る 。 ① 恵 那 市 Ｉ Ｃ Ｔ 教 育 推 進 本 部 員 で あ る 玉 置 教 授 （ 岐

阜 聖 徳 学 園 大 学 教 育 学 部 教 授 ） に よ る 講 話 ② デ ジ タ ル シ テ ィ ズ

ン シ ッ プ 教 育 の 講 話 ③ 先 進 校 訪 問 研 修 ④ 研 究 所 だ よ り 等 で の 情

報 発 信 ⑤ 生 成 Ａ Ｉ 研 修 な ど ， 各 種 研 修 の 開 催 。  

(2) 遠 隔 教 育 ・ 遠 隔 授 業 の 取 組 に つ い て  

    恵 那 市 南 部 に は ， 生 徒 数 の 少 な い 中 学 校 が 点 在 し て お り ， 学

習 機 会 の 偏 り や 人 間 関 係 の 固 定 化 が 課 題 と な っ て い た こ と か ら ，

小 規 模 校 の 生 徒 に 対 し て ， 他 校 と の 交 流 や 多 様 な 考 え 方 に 触 れ

る 機 会 を 提 供 す る 手 段 と し て ， 遠 隔 教 育 を 導 入 し た 背 景 が あ っ

た 。  
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    ま た ， 人 口 減 少 に よ り 児 童 ・ 生 徒 数 が 減 少 す る 中 で ， 学 習 の

質 の 維 持 や 「 学 び 」 へ の 意 欲 低 下 が 懸 念 さ れ た 。 そ の た め ，      

合 同 授 業 や 交 流 を 通 じ て 学 習 意 欲 や 創 造 性 を 育 む こ と を 目 的 と

し て ， 遠 隔 交 流 教 室 を 設 置 し ， 教 室 に は プ ロ ジ ェ ク タ ー ， ホ ワ

イ ト ボ ー ド ， マ ル チ デ ィ ス プ レ イ ， リ モ ー ト 会 議 用 360度 カ メ

ラ な ど が 整 備 さ れ ， オ ン ラ イ ン 授 業 が 円 滑 に 行 え る 環 境 を 整 え

て い る 。 遠 隔 授 業 だ け で な く ， 大 画 面 を 活 用 し た 通 常 事 業 で も

使 用 可 能 と し て い る 。  

    遠 隔 教 育 を 活 用 し た 合 同 授 業 で は ， 海 外 の 日 本 人 学 校 や 市 内

他 地 区 の ２ 中 学 校 と 交 流 を 行 い ， 職 業 講 話 を リ モ ー ト で 実 施 す

る な ど ， 多 様 な 学 び の 機 会 を 提 供 す る こ と で ， 生 徒 は 進 路 選 択

や 職 業 理 解 を 深 め る こ と が で き て い る 。  

    リ モ ー ト 生 徒 会 交 流 で は ， 複 数 の 中 学 校 の 生 徒 会 が 活 動 内 容

や 目 標 を 共 有 し ， 刺 激 を 受 け 合 い な が ら 取 り 組 む こ と で ， 発 想

の 幅 を 広 げ て お り ， 来 年 度 の 学 校 統 合 に 向 け て ， ２ 年 生 が 中 心

と な り 新 し い 生 徒 会 の 活 動 を 計 画 す る な ど ， 交 流 が 活 発 に 行 わ

れ て い る 。  

    ま た ， 児 童 ・ 生 徒 だ け で な く ， 恵 南 ５ 中 学 校 の 教 職 員 を 中 心

に ， 合 同 の リ モ ー ト 教 科 部 会 を 組 織 し ， 若 手 ・ 経 験 の 浅 い 教 職

員 が ベ テ ラ ン の 教 職 員 か ら 学 べ る 環 境 の 整 備 を 行 う ほ か ， メ ン

タ ー 制 度 を 導 入 し て い る 。   

 (3) 不 登 校 生 徒 に 対 す る 支 援  

発 達 障 害 の あ る 子 ど も た ち の 不 登 校 率 が 高 い こ と か ら ， 発 達

相 談 室 「 あ お ば 」 や 教 育 支 援 室 「 は な の き 教 室 」 「 む つ み 教 室 」

を 設 置 し ， 子 ど も の 特 性 に 応 じ た 支 援 を 早 期 に 行 う こ と で ， ス ト

レ ス 軽 減 や 自 己 肯 定 感 の 向 上 を 目 指 し て い た が ， 教 育 支 援 と 福 祉

部 門 を 一 体 化 し た 組 織 「 教 育 発 達 支 援 セ ン タ ー 」 を 新 た に 立 ち 上

げ ， 保 育 支 援 や 発 達 講 座 ， 福 祉 部 門 と の 連 携 を 強 化 し て お り ， こ

れ に よ り 不 登 校 児 童 へ の 重 層 的 支 援 ・ 途 切 れ な い 支 援 を 包 括 的 に

進 め て い る 。  
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不 登 校 児 童 の 割 合 が 全 国 平 均 よ り や や 高 い 状 況 に あ る 恵 那 市 で

は ， 学 校 内 で の 教 育 支 援 セ ン タ ー の 充 実 を 図 り ， 相 談 員 を 配 置 し

て 教 員 と 連 携 し な が ら 支 援 を 行 っ て い る ほ か ， 学 校 外 で の 居 場 所

と し て ， 恵 那 市 教 育 発 達 支 援 セ ン タ ー 内 に 教 育 支 援 室 を 設 置 し ，

学 校 に 行 け な い 児 童 が 利 用 で き る 環 境 を 提 供 す る こ と で ， 社 会 的

自 立 を 目 指 し た 支 援 を 行 っ て い る 。  

令 和 ６ 年 の 不 登 校 児 童 ・ 生 徒 の 総 数 は ， 小 学 生 60人 ， 中 学 生 は

105人 で ， 長 欠 率 は 小 学 校 2.5％ （ 全 国 平 均 2.1％ ） ， 中 学 校 7.1％

（ 全 国 平 均 6.7％ ） と な っ て い る 。  

ア  具 体 的 な 取 組  

   (ｱ) 校 内 教 育 支 援 セ ン タ ー の 充 実 に 向 け た 取 組  

      相 談 員 ・ 学 習 支 援 員 の 配 置 ， 学 習 ・ 相 談 環 境 の 整 備 を 実 施

す る 。  

   (ｲ) 校 外 の 居 場 所 （ 教 育 支 援 室 ： は な の き 教 室 ・ む つ み 教 室 ）  

    自 身 や 自 尊 感 情 を 持 つ こ と ， 社 会 的 参 加 ， 対 人 関 係 の 改 善

を 図 っ て い く 。  

  (ｳ) 教 育 相 談 室 「 あ お ば 」 に よ る 支 援  

    早 い 段 階 か ら 発 達 に 課 題 の あ る 子 ど も へ の 支 援 を 行 い ， 二

次 障 害 に よ る 不 登 校 を 予 防 す る 。  

  (ｴ) 心 の 天 気 「 ス ク ー ル ラ イ フ ノ ー ト 」 の 活 用  

    子 ど も た ち の 心 の 状 況 を 記 録 ・ 分 析 す る シ ス テ ム を 導 入 し ，

心 の 変 化 を 可 視 化 す る こ と で ， 教 職 員 が 子 ど も た ち の 心 の 変

化 や サ イ ン を 見 逃 さ ず 発 見 し ， 指 導 ・ 支 援 の 質 を 向 上 さ せ る

取 り 組 み が 行 わ れ て い る 。  

    活 用 の 頻 度 は 各 学 校 に 任 せ て お り ， 毎 日 ， 朝 ・ 夕 方 ， 週 一

回 程 度 の 実 施 と 様 々 。  

 イ  不 登 校 へ の 課 題  

  (ｱ) 家 か ら 出 ら れ な い 児 童 ・ 生 徒 へ の ア プ ロ ー チ  

    ア ウ ト リ ー チ 型 の 支 援 （ 訪 問 ・ オ ン ラ イ ン ・ 地 域 連 携 ） の

実 施 の 可 否 。  
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  (ｲ) 不 登 校 の 子 ど も を 持 つ 保 護 者 へ の 支 援  

    保 護 者 同 士 の 交 流 の 場 （ ピ ア サ ポ ー ト ） を 提 供 す る こ と の

検 討 。  

  (ｳ) フ リ ー ス ク ー ル と の 連 携  

    現 在 ， 模 索 中 。  

 (4) そ の 他  

  ア  情 報 モ ラ ル な ど の 醸 成  

情 報 モ ラ ル 教 育 の 一 環 と し て ， Ｌ Ｉ Ｎ Ｅ が 提 供 す る Ｌ Ｉ Ｎ

Ｅ Ｇ Ｉ Ｇ Ａ ワ ー ク ブ ッ ク を 改 訂 し ， 恵 那 市 版 と し て 活 用 し て

い る 。 経 験 の 浅 い 教 員 で も 情 報 モ ラ ル 教 育 を 実 施 で き る 環 境

の 整 備 に 努 め て い る 。  

   イ  Ｉ Ｃ Ｔ を 活 用 し た 授 業 に 関 す る 研 修  

    (ｱ) Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 推 進 Ｄ Ｘ ア ド バ イ ザ ー に よ る 講 話  

      Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 推 進 Ｄ Ｘ ア ド バ イ ザ ー を 配 置 し ， 教 育 委 員 会 が

学 校 へ 訪 問 す る 際 ， 同 行 し て 学 校 管 理 職 と の 面 談 を 通 じ て Ｉ

Ｃ Ｔ 活 用 方 針 の 正 し い 理 解 促 進 を 図 っ て い る 。  

ま た ， オ ン ラ イ ン 研 修 を 活 用 し ， 教 職 員 の 負 担 軽 減 を 図 り

な が ら Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 を 手 段 に し た 授 業 改 善 に つ い て 解 説 な ど ，

普 及 を 進 め て い る 。  

    (ｲ) 先 進 校 訪 問 研 修  

市 外 の 先 進 校 訪 問 研 修 を 実 施 し ， Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 の 先 進 事 例 を

学 ぶ 機 会 を 提 供 し て お り ， 教 育 委 員 会 担 当 者 や 市 内 代 表 の 中

心 的 な 教 職 員 が 参 加 し ， 学 ん だ 内 容 を 市 内 Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 推 進 担

当 教 員 等 に 発 信 す る 取 組 を 行 っ て い る 。  

    (ｳ) デ ジ タ ル 版 授 業 参 考 資 料  

      デ ジ タ ル 版 事 業 参 考 資 料 を 作 成 し ， 指 導 案 と 授 業 動 画 を セ

ッ ト に し て 提 供 。 特 に 交 流 部 分 の 具 体 的 な イ メ ー ジ を 持 ち や

す く す る 工 夫 を 行 い ， 経 験 の 浅 い 教 員 で も 授 業 を 進 め や す い

環 境 を 整 備 し て い る 。  

(ｴ) 市 独 自 の Ｄ Ｘ 教 材 の 整 備  
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   教 師 用 及 び 児 童 用 資 料 箱 を 整 備 し ， 子 ど も た ち が 自 由 に

ア ク セ ス で き る 情 報 環 境 を 提 供 し て い る 。  

科 学 作 品 や 美 術 作 品 の 情 報 な ど を 収 集 す る ほ か ， 市 内 美 術

館 か ら 提 供 い た だ い た 動 画 （ 中 山 道 広 重 美 術 館 か ん た ん 版 画

講 座 ） な ど に よ り ， 子 ど も た ち が 自 主 的 に 学 べ る 環 境 を 構 築

し て い る 。  

(ｵ) 学 校 内 外 を 問 わ な い Ｓ Ｔ Ｅ Ａ Ｍ 教 育 ＊ １ の 提 供  

   夏 休 み を 利 用 し た Ｉ Ｃ Ｔ 教 育 の 講 座 を 実 施 。 ド ロ ー ン の

プ ロ グ ラ ミ ン グ 教 室 （ 初 級 か ら 中 級 レ ベ ル ） や 生 成 Ａ Ｉ と

プ ロ グ ラ ミ ン グ を 組 み 合 わ せ た 体 験 講 座 ， Ｐ ｅ ｐ ｐ ｅ ｒ を

使 っ た プ ロ グ ラ ミ ン グ 等 を 通 じ て ， 最 新 技 術 に 触 れ る 機 会

を 提 供 し ， 子 ど も た ち の 興 味 を 深 め る 取 組 を 行 っ て い る 。  

プ ロ グ ラ ミ ン グ に 興 味 の あ る 子 ど も た ち の 学 び の 場 と な っ

て お り ， 来 年 度 も 参 加 し た い と い う 意 見 が 多 く あ っ た と の こ

と 。  

   ＊ １  Ｓ Ｔ Ｅ Ａ Ｍ 教 育 と は 科 学 （ Ｓ ｃ ｉ ｅ ｎ ｃ ｅ ） ， 技   

     術 （ Ｔ ｅ ｃ ｈ ｎ ｏ ｌ ｏ ｇ ｙ ） ， 工 学 （ Ｅ ｎ ｇ ｉ ｎ ｅ

ｅ ｒ ｉ ｎ ｇ ） ， 芸 術 （ Ａ ｒ ｔ ） ， 数 学 （ Ｍ ａ ｔ ｈ ｅ

ｍ ａ ｔ ｉ ｃ ｓ ） の ５ つ の 分 野 を 総 合 的 に 学 ぶ 教 育 手

法 で ， 知 識 を 詰 め 込 む だ け で な く ， 創 造 力 や 問 題 解

決 能 力 ， 協 調 性 な ど を 育 む こ と を 目 指 す 教 育 の こ と 。  

(ｶ) Ａ Ｉ ド リ ル の リ プ レ イ ス と 周 知  

   Ａ Ｉ ド リ ル を 導 入 し ， 個 別 最 適 な 問 題 を 提 供 す る 環 境 を

整 備 。 学 校 と 家 庭 が 連 携 し て 子 ど も た ち の 学 力 向 上 を 目 指

し ， 保 護 者 向 け の 説 明 資 料 を 作 成 し て 普 及 啓 発 を 進 め て い

る 。  

   将 来 の 予 測 が 困 難 で 変 化 が 激 し い 社 会 の 中 で ， 自 ら 問 題

を 発 見 し ， 解 決 方 法 を 考 え 実 行 し ， 振 り 返 る こ と や 他 者 と

の 対 話 を 通 じ て 問 題 解 決 を 図 る こ と が 求 め ら れ る 中 ， ① 主

体 性 （ 自 ら 学 び に 向 か う 力 等 ） ② 思 考 力 ， 判 断 力 ， 表 現 力
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等 ③ 基 礎 的 ・ 基 本 的 な 知 識 ， 技 能 を 高 め て い く 必 要 が あ り ，

導 入 に 至 っ た 。  

 

－ 恵 那 市 議 会 －  

                 

 

 

 

 

 

 

  ・ 愛 知 県 蒲 郡 市 （ 中 小 企 業 支 援 の 取 組 に つ い て ）  

産 業 振 興 部 産 業 政 策 課 に よ る 説 明  

(1) 中 小 企 業 支 援 施 策 に つ い て  

   ア  市 内 事 業 者 が 抱 え る 課 題 や ニ ー ズ に つ い て  

蒲 郡 市 内 の 中 小 企 業 が 直 面 し て い る 課 題 と し て ， 昨 年 実 施

し た ア ン ケ ー ト 調 査 （ ２ 年 に １ 回 程 度 の 周 期 で 実 施 。 ） か ら

仕 入 価 格 の 上 昇 ， 人 材 確 保 ， 販 路 拡 大 ・ サ ー ビ ス 提 供 先 の 拡

大 ， 労 働 力 不 足 ， 事 業 承 継 な ど が 挙 げ ら れ て い る 。  

市 内 事 業 者 か ら の 要 望 と し て ， 直 接 売 上 げ に 貢 献 す る 景 気

対 策 や 既 存 事 業 に 使 用 す る 機 械 設 備 更 新 に 対 す る 補 助 が 挙 げ

ら れ て お り ， 市 議 会 か ら は 奨 学 金 返 還 支 援 制 度 ， 女 性 活 躍 推

進 ， 雇 用 対 策 ， ワ ー ケ ー シ ョ ン 補 助 金 の 利 用 促 進 な ど が 指 摘

さ れ て い る 。  

具 体 的 な 取 組 は 次 の と お り 。  

 (ｱ) 金 融 対 策  

      信 用 保 証 料 ， 利 子 補 給 補 助 事 業 ， 創 業 資 金 利 子 補 給 補 助 制

度 な ど を 実 施 す る こ と で ， 資 金 需 要 の 円 滑 化 を 図 っ て い る 。  

  (ｲ) 商 店 街 振 興 ・ 中 心 市 街 地 活 性 化  
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    商 店 街 振 興 と 中 心 市 街 地 活 性 化 の た め ， イ ベ ン ト の 開 催 や

市 内 事 業 者 の 一 押 し 商 品 の 販 売 に 対 す る 補 助 や 人 的 支 援 を 実

施 し て い る 。 「 福 寿 稲 荷 ご り や く 市 」 や 「 イ チ オ シ 逸 品 フ ェ

ス 」 ， 「 お ら が の 店 じ ま ん 」 の イ ベ ン ト 実 施 な ど が 挙 げ ら れ

る 。  

  (ｳ) 地 場 産 業 活 性 化 事 業  

     市 の 基 幹 産 業 の 一 つ で あ る 繊 維 産 業 の 活 性 を 目 指 し ， 国 の

デ ジ タ ル 田 園 都 市 国 家 構 想 交 付 金 を 活 用 し た ， 次 世 代 に つ な

ぐ 地 場 産 業 活 性 化 プ ロ ジ ェ ク ト 「 Ｇ ― Ｔ ｅ ｘ ｔ ｉ ｌ ｅ 」 を ，

令 和 ５ 年 度 か ら ３ か 年 計 画 が 実 施 し た 。  

     地 場 産 業 活 性 化 プ ロ ジ ェ ク ト で は ， 若 手 社 員 を プ ロ ジ ェ ク

ト メ ン バ ー に 加 え ， 横 連 携 を 促 進 す る 取 組 が 行 わ れ た こ と に

よ り ， 従 来 の 縦 の ラ イ ン 以 外 で の 連 携 が 可 能 と な り ， 新 た な

コ ラ ボ レ ー シ ョ ン が 生 ま れ た 。  

    １ 年 目 は Ｔ Ｏ Ｋ Ｙ Ｏ  Ｇ Ｉ Ｒ Ｌ Ｓ  Ｃ Ｏ Ｌ Ｌ Ｅ Ｃ Ｔ Ｉ Ｏ Ｎ

（ 略 ： Ｔ Ｇ Ｃ ） 会 場 で ， 繊 維 産 業 プ ロ モ ー シ ョ ン と し て ス テ

ー ジ 上 で 繊 維 産 業 の 紹 介 と グ ッ ズ 販 売 を 実 施 。  

    ２ 年 目 は ， １ 年 目 か ら 製 作 し て い た 三 河 木 綿 の 生 地 を 使 っ

た ア パ レ ル 製 品 を Ｔ Ｇ Ｃ 2024で 披 露 。  

    ３ 年 目 は 万 博 Ｔ Ｇ Ｃ で の 「 Ｍ ａ ｄ ｅ  ｉ ｎ  Ｊ Ａ Ｐ Ａ Ｎ  Ｓ

Ｔ Ａ Ｇ Ｅ 」 へ 出 演 し た ほ か ， 集 大 成 と し て 「 Ｇ Ａ Ｍ Ａ  Ｌ Ｏ

Ｖ Ｅ  Ｆ Ｅ Ｓ 」 の 実 施 を 予 定 。  

プ ロ ジ ェ ク ト に よ り ， 地 場 産 業 の 新 し い 分 野 へ の 挑 戦 が 進

め ら れ ， 繊 維 産 業 が 従 来 の ア パ レ ル 以 外 の 分 野 で 新 た な 製 品

を 開 発 さ れ ， 全 国 や 世 界 に 発 信 す る イ ベ ン ト を 通 じ て 注 目 を

集 め る こ と が で き た 。  

プ ロ ジ ェ ク ト 終 了 後 の 課 題 と し て は ， 予 算 規 模 の 縮 小 が 予

定 さ れ て い る こ と か ら ， 今 後 は こ れ ま で の 経 験 や 連 携 を 活 か

し て ， 持 続 可 能 な 形 で 地 場 産 業 の 発 展 を 目 指 す 必 要 が あ る 。  

    今 後 は ， 本 事 業 を 通 じ て 形 成 さ れ た 事 業 者 間 の ネ ッ ト ワ ー
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ク や プ ロ ジ ェ ク ト の 事 業 を 実 施 し て き た 若 手 社 員 の 経 験 ・ 能

力 向 上 の 成 果 を ， 自 社 の 経 営 の 発 展 や 新 た な 挑 戦 に 積 極 的 に

取 組 を 進 め て も ら え る よ う ， 引 き 続 き 伴 走 支 援 を 実 施 し て い

く 。  

(ｴ) ス テ ー シ ョ ン Ａ ｉ 活 用 事 業  

令 和 ６ 年 に 名 古 屋 市 内 に 誕 生 し た 国 内 外 の 企 業 家 や 投 資 家 ，

研 究 機 関 が 集 う オ ー プ ン イ ノ ベ ー シ ョ ン 拠 点 を 活 用 し ， ス タ

ー ト ア ッ プ 企 業 と の 意 見 交 換 ， 連 携 可 能 性 の 検 討 や 新 た な ビ

ジ ネ ス モ デ ル の 模 索 を 続 け て い る 。  

   イ  事 業 所 向 け 補 助 事 業  

(ｱ) が ん ば る 中 小 企 業 者 応 援 事 業 費 補 助 金  

   Ｉ Ｔ 導 入 ， 販 路 開 拓 ， 人 材 確 保 ， Ｂ Ｃ Ｐ 策 定 に 係 る 経 費 の

一 部 を 補 助 す る 制 度 で ， 補 助 率 は 対 象 経 費 の １ ／ ２ ， 上 限 額

は １ 事 業 者 当 た り 10万 円 。  

   あ わ せ て ， 商 工 会 議 所 を 通 じ た 間 接 的 な 支 援 も 行 っ て お り ，

サ ポ ー ト 体 制 を 構 築 し て い る 。  

  ウ  国 ， 県 ， 他 自 治 体 及 び 各 種 関 係 機 関 と の 連 携 体 制  

    次 の 連 携 体 制 に よ り ， 支 援 の 質 の 向 上 と 地 域 全 体 で の 中 小 企

業 振 興 が 促 し て い る ，  

  (ｱ) 産 業 振 興 会 議  

    産 業 振 興 基 本 条 例 に 基 づ き ， 総 合 的 か つ 計 画 的 な 産 業 振 興

施 策 を 実 施 す る た め に 設 置 。  

地 域 産 業 の 成 長 と 持 続 可 能 な 発 展 を 目 指 し ， 効 果 的 な 産 業

振 興 施 策 を 推 進 す る 仕 組 み を 産 学 官 金 の 代 表 が 集 ま り ， 施 策

の 推 進 に 必 要 な 事 業 の 調 査 ・ 研 究 ・ 提 案 ・ 検 証 を 実 施 し て い

る 。  

  (ｲ) が ま ご お り 創 業 支 援 ネ ッ ト ワ ー ク  

      平 成 27年 ４ 月 に 開 設 し ， 創 業 希 望 者 や 創 業 後 の 課 題 を 克 服

し た い 方 を 対 象 に 創 業 支 援 機 関 （ 市 ・ 日 本 政 策 金 融 公 庫 ・ 商

工 会 議 所 ・ 信 用 金 庫 ） と 商 業 支 援 協 力 機 関 （ 市 内 金 融 機 関 ）
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が 連 携 し ， 支 援 体 制 を 整 備 し た 。  

    補 助 事 業 の ほ か ， セ ミ ナ ー や コ ン サ ル タ ン ト に よ る 創 業

塾 で ， 専 門 知 識 や 経 営 者 と し て の 心 構 え を 学 ぶ 機 会 も 提 供

し て い る 。  

  (ｳ) 蒲 郡 市 海 外 販 路 拡 大 支 援 連 携 協 定  

     市 ・ 会 議 所 ・ 信 用 金 庫 の ３ 者 で 協 定 を 締 結 し ， 市 内 事 業 者

の 海 外 販 路 拡 大 を 支 援 す る た め ， セ ミ ナ ー を 開 催 し ， 展 示 会

（ Ｆ Ｏ Ｏ Ｄ Ｅ Ｘ  Ｊ Ａ Ｐ Ａ Ｎ ） へ の 共 同 出 展 を 通 じ て 海 外 販

路 拡 大 の 機 会 を 提 供 し て い る 。  

      出 展 を 通 じ て ， 香 港 や シ ン ガ ポ ー ル な ど と の 取 引 が 実 現 し

た が ， 小 規 模 事 業 者 が 多 い た め ， 海 外 輸 出 の ハ ー ド ル が 高 く ，

セ ミ ナ ー 参 加 者 の 業 界 が 偏 る な ど の 課 題 が あ る 。  

  (ｴ) が ま ご お り 産 学 官 ネ ッ ト ワ ー ク 会 議  

    産 業 技 術 の 振 興 ， 知 的 財 産 の 活 用 ， ベ ン チ ャ ー の 育 成 を 課

題 と し て 商 工 会 議 所 ， 愛 知 工 科 大 学 ， 市 が 連 携 し て 組 織 し た 。  

情 報 共 有 や 部 会 設 置 を 通 じ て ， 新 技 術 ・ 新 ビ ジ ネ ス の 研 究

開 発 や 事 業 化 を 推 進 し ， 地 域 産 業 の 振 興 と 課 題 に 取 り 組 ん で

い る 。  

  (ｵ) 再 生 医 療 産 業 化 推 進 委 員 会  

    再 生 医 療 の ま ち と し て ， 再 生 医 療 の 実 用 化 ・ 産 業 化 を 目 指

し て 平 成 27年 度 に 設 置 。  

    再 生 医 療 に 関 す る 事 業 の 企 画 ・ 運 営 を 通 じ て 産 業 の 育 成 ・

集 積 を 推 進 し ， 再 生 医 療 の ま ち と し て の 発 展 を 目 指 す 団 体 で

市 ， 市 民 病 院 ， 商 工 会 議 所 ， （ 株 ） ジ ャ パ ン ・ テ ィ ッ シ ュ エ

ン ジ ニ ア リ ン グ の ４ 者 で 組 織 し ， 普 及 や 若 い 世 代 へ の 教 育 を

進 め て い る 。  

(2) 事 業 承 継 支 援 に つ い て  

  ア  市 内 の 事 業 承 継 に お け る 実 態 把 握 及 び 傾 向  

     事 業 承 継 の 課 題 と し て 後 継 者 不 足 が 深 刻 で あ り ， ア ン ケ ー ト

調 査 で は 後 継 者 が い な い た め 廃 業 を 検 討 し て い る 事 業 者 が ７ 割
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以 上 に 達 し て い る 。 そ の た め ， 事 業 承 継 の 必 要 性 を 伝 え る 機 運

醸 成 が 重 要 と さ れ て い る 。  

    ま た ， 事 業 承 継 支 援 の 認 知 不 足 が 課 題 と な っ て お り ， 行 政 が

提 供 す る 支 援 策 が 事 業 者 に 十 分 伝 わ っ て お ら ず ， ア ン ケ ー ト 結

果 で は ， 事 業 承 継 支 援 の 満 足 度 が 低 く ， 情 報 の 周 知 が 必 要 と さ

れ て い る 。  

  イ  地 域 に お け る 自 走 可 能 な 事 業 承 継 支 援 体 制 構 築 事 業 に つ い て  

   (ｱ) 実 証 事 業 導 入 の 経 緯 ， 事 業 実 施 に 至 っ た 課 題  

     愛 知 県 事 業 承 継 ・ 引 継 ぎ 支 援 セ ン タ ー か ら の 勧 め に よ り ，

中 部 経 済 産 業 局 が 募 集 す る モ デ ル 自 治 体 に 応 募 し ， 自 走 可 能

な 支 援 体 制 構 築 の 検 討 を 進 め ， が ま ご お り 事 業 承 継 ネ ッ ト ワ

ー ク 「 か け は し 」 の 設 立 に 至 っ た 。  

     参 画 支 援 機 関 12団 体 （ 愛 知 県 事 業 承 継 ・ 引 継 ぎ 支 援 セ ン タ

ー ， 商 工 会 議 所 ， 市 内 金 融 機 関 等 ， 市 ） で 組 織 し て お り ， 各

団 体 が 一 体 と な り 情 報 発 信 ・ 情 報 共 有 す る こ と で ， 事 業 者 へ

幅 広 く 展 開 し ， 事 業 承 継 へ の 関 心 を 高 め る と と も に ， 事 業 者

と 解 決 の た め に 接 点 を 持 つ こ と や 適 切 な 相 談 窓 口 へ の 橋 渡 し

な ど の 事 業 承 継 に 係 る 支 援 体 制 を 構 築 し て い る 。  

   (ｲ) こ れ ま で の 取 組 概 要 ， 特 徴 ， 効 果 ， 今 後 の 課 題 ， 方 針 ， 展

望 等  

     支 援 体 制 が 確 立 し た こ と に 加 え ， 市 内 事 業 者 へ 事 業 承 継 支

援 に 関 し て 具 体 的 か つ 本 格 的 な 取 組 を 開 始 し た と い う 明 確 な

メ ッ セ ー ジ を 発 信 で き た こ と が 効 果 の 一 つ で あ る と 考 え て い

る 。  

    課 題 と し て は ， 事 業 承 継 に 関 す る 支 援 レ ベ ル の 高 水 準 で の

平 準 化 ， ノ ウ ハ ウ の 共 有 な ど 支 援 機 関 全 体 の 能 力 の 底 上 げ や

税 理 士 ・ 行 政 書 士 ・ 司 法 書 士 ・ 弁 護 士 な ど の 士 業 を 巻 き 込 み ，

専 門 性 を 生 か し た 連 携 体 制 を 拡 充 し ， 多 岐 に わ た る 事 業 承 継

の 課 題 解 決 を 図 る こ と な ど が 挙 げ ら れ る 。  

    ま た ， 各 支 援 機 関 か ら 提 供 さ れ る 事 業 承 継 支 援 の 状 況 を 市
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が 受 け ， 実 態 把 握 や 内 容 分 析 を 実 施 し ， こ れ を 基 に ネ ッ ト ワ

ー ク 内 で よ り 効 果 的 な 支 援 を 検 討 し て い く 。 今 後 ， 支 援 機 関

の 協 議 に よ り ， 市 に マ ッ チ し た 事 業 承 継 の 在 り 方 を 模 索 し ，

地 域 経 済 の 安 定 と 持 続 的 な 発 展 に つ な げ る 取 組 と し て 展 開 し

て い く 。  

    引 き 続 き ， 事 業 承 継 支 援 を 商 工 業 振 興 の 重 要 な 柱 と し て 位

置 づ け ， 多 職 種 連 携 を 強 化 し ， 事 業 者 に 寄 り 添 う 支 援 体 制 を

構 築 す る こ と で ， １ 事 業 者 で も 廃 業 を 減 ら し ， 地 域 の 活 力 を

維 持 ・ 向 上 さ せ る こ と を 目 指 し て い く 。  

 

－ 蒲 郡 市 議 会 －  

 

                 

 

 

 

 

 

 

  ・ 愛 知 県 半 田 市 （ 部 活 動 改 革 に つ い て ）  

教 育 委 員 会 教 育 部 ス ポ ー ツ 課 ・ 生 涯 学 習 課 ・ 特 定 非 営 利 活 動 法

人 ソ シ オ 成 岩 ス ポ ー ツ ク ラ ブ に よ る 説 明  

(1) 部 活 動 改 革 に 伴 う 生 徒 受 入 れ 体 制 整 備 に つ い て  

部 活 動 改 革 の 目 的 は ， 学 校 だ け で な く 地 域 全 体 で 子 ど も の ス ポ

ー ツ や 文 化 芸 術 活 動 を 支 え る 体 制 を 推 進 す る こ と で あ り ， こ れ に

よ り ， 教 職 員 の 働 き 方 改 革 や 生 徒 の 多 様 な 選 択 肢 の 提 供 を 目 指 し ，

官 民 連 携 に よ る 社 会 問 題 の 解 決 を 図 っ て い る 。  

地 域 で の 活 動 体 制 整 備 が 進 め ら れ て お り ， ス ポ ー ツ ク ラ ブ や 文

化 芸 術 活 動 の 場 が 提 供 さ れ る こ と で ， 中 学 生 が 専 門 性 の 高 い 指 導
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を 受 け る 機 会 が 増 え る ほ か ， 部 活 動 改 革 に よ り ， 教 員 は 生 徒 と 向

き 合 う 時 間 を 確 保 し ， 学 校 教 育 の 質 の 向 上 を 図 る こ と が 期 待 さ れ

て い る 。  

ま た ， 地 域 の 団 体 や 施 設 が 活 動 拠 点 と し て 活 用 さ れ る こ と で ，

地 域 の 発 展 や 市 民 生 活 の 充 実 に も 寄 与 す る こ と を 期 待 し て い る 。  

   ア  改 革 手 法  

     地 域 移 行 （ 生 徒 は 地 域 の ク ラ ブ 等 で ス ポ ー ツ 及 び 文 化 芸 術 活

動 を 実 施 ） と 地 域 連 携 （ 既 存 の 部 活 動 に 外 部 指 導 員 を 派 遣 ） す

る 手 法 が あ る が ， 地 域 移 行 を 選 択 し た 。  

    主 な 理 由 は ２ 点 あ り ， ① 総 合 型 地 域 ス ポ ー ツ ク ラ ブ 等 の 活 動

の 活 性 化 や 運 営 体 制 の 強 化 に つ な が る た め ， ② 既 存 の 部 活 動 に

派 遣 す る 外 部 指 導 員 を 確 保 す る 体 制 が で き な い 課 題 が あ っ た た

め 。  

   イ  改 革 に 伴 う 課 題  

    生 徒 の 受 入 れ 先 と な る 団 体 の 整 備 や 部 活 動 と し て 参 加 し な い

大 会 の 整 備 ， 活 動 場 所 及 び 活 動 時 の 備 品 の 使 用 ル ー ル の 整 備 が

挙 げ ら れ る 。  

 (ｱ) 生 徒 の 受 入 れ 先 と な る 団 体 の 整 備  

     運 動 部 は 総 合 型 地 域 ス ポ ー ツ ク ラ ブ や ス ポ ー ツ 協 会 ， 文 化

部 は 文 化 協 会 や 合 唱 団 な ど が 候 補 と し て 挙 げ ら れ ， 受 入 れ 体

制 整 備 と 持 続 可 能 な 運 営 体 制 の 構 築 を 目 的 と し た 市 単 独 の 補

助 事 業 を 実 施 。  

     補 助 対 象 者 は 中 学 生 を 対 象 に ス ポ ー ツ ・ 芸 術 活 動 を 実 施 し

て い る 民 間 団 体 （ 中 学 校 で 実 施 し て い る 部 活 動 種 目 の み ） に ，

令 和 ６ 年 度 か ら 令 和 ８ 年 度 ま で 補 助 率 対 象 経 費 の ９ /１ ０ で

実 施 し て い る 。  

     主 な 補 助 対 象 経 費 は ， 報 償 費 ， 人 件 費 ， 需 用 費 ， 役 務 費 ，

委 託 料 と な っ て い る が ， 委 託 料 に つ い て は 補 助 申 請 初 年 度 に

限 り ， ラ ン ニ ン グ コ ス ト は 補 助 対 象 外 と な っ て い る 。  

 (ｲ) 部 活 動 と し て 参 加 し な い 大 会 の 整 備  
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   大 会 要 項 の 整 備 が 改 革 に 追 い つ い て い な い た め ， 地 域 移 行

後 の 生 徒 が 大 会 に 出 場 で き な い ケ ー ス が 発 生 し て い る こ と か

ら ， ① ク ラ ブ チ ー ム も 参 加 で き る よ う 大 会 要 項 の 変 更 ② 中 学

生 の 部 の 大 会 運 営 に 係 る 引 継 ぎ ③ 他 団 体 へ の 大 会 要 項 の 変 更

要 望 を 含 め ， 今 後 生 じ る 課 題 等 に 速 や か に 解 決 す る こ と を 目

的 に 新 た な 組 織 体 （ ス ポ ー ツ 課 ・ 学 校 ・ ス ポ ー ツ 協 会 ・ ス ポ

ー ツ 推 進 委 員 ・ 総 合 型 地 域 ス ポ ー ツ ク ラ ブ に よ る ） を 設 立 し

た 。  

 (ｳ) 活 動 場 所 及 び 活 動 時 の 備 品 等 の 使 用 ル ー ル の 整 備  

     活 動 場 所 の 確 保 に お い て は ， 学 校 体 育 施 設 の 予 約 飽 和 状 態

の 解 消 を 図 る た め 予 約 枠 を 見 直 し ， 利 用 実 績 と の 乖 離 を 是 正

す る こ と で ， 効 率 的 な 利 用 を 促 進 し た 。  

備 品 等 の 使 用 ル ー ル に つ い て は ， 学 校 に あ る 備 品 を 共 有

す る か 否 か を ス ポ ー ツ ク ラ ブ と 学 校 で 協 議 し ， 消 耗 品 や 専 用

備 品 の 扱 い を 明 確 化 す る 必 要 が あ っ た 。  

      ま た ， 学 校 施 設 の 一 般 開 放 が 進 ん で い な い 現 状 が あ り ， 地

域 ク ラ ブ や 一 般 市 民 の 利 用 が 制 限 さ れ る 課 題 も あ る 。  

 (ｴ) 指 導 者 の 確 保  

    ス ポ ッ ト 指 導 者 は 包 括 連 携 を 締 結 し て い る 大 学 か ら 派 遣 い

た だ き 対 応 し て い る が ， 主 と な る 指 導 者 の 確 保 の 解 決 に は 至

っ て い な い 。  

    (ｵ) 運 営 ス タ イ ル  

      主 体 は 地 域 の 団 体 で ， 市 （ ス ポ ー ツ 課 ・ 生 涯 学 習 課 ） は 運

営 の 支 援 を 行 っ て い る が ， 地 域 ス ポ ー ツ ク ラ ブ の 運 営 に お い

て ， 補 助 事 業 の 補 助 率 や 団 体 の 負 担 額 が 課 題 と な っ て お り ，

団 体 ご と に 利 用 者 数 や 費 用 が 異 な る た め ， 運 営 の 持 続 可 能 性

が 問 わ れ て い る 現 状 が あ る 。  

    (ｶ) 地 域 の 活 動 場 所  

     地 区 ご と の 集 約 は 不 要 と し ， ど の 地 区 で ど の よ う な 競 技 を

ど う 活 動 す る か は 生 徒 が 決 め る こ と と す る こ と で ， 主 体 性
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の 育 成 を 図 っ て い る 。  

    (ｷ) 教 職 員 の 兼 職 ， 兼 業 の 検 討  

      教 職 員 の 働 き 方 改 革 に よ り ， 若 い 世 代 の 教 職 員 は 部 活 動 へ

の 情 熱 が 薄 れ ， 土 日 祝 日 を 自 分 の 余 暇 と し て 楽 し む 傾 向 が 増

え て い る 一 方 で ， 希 望 す る 教 職 員 が 円 滑 に 兼 職 ・ 兼 業 の 許 可

が 得 ら れ る よ う 規 定 や 運 用 の 改 善 を 行 っ て い る 。  

       ま た ， 教 員 の 働 き 方 改 革 に よ り 部 活 動 の 指 導 時 間 が 短 縮 さ

れ て い る が ， 学 校 ご と に 改 革 の 進 捗 状 況 が 異 な り ， 教 員 の 負

担 軽 減 が 十 分 に 進 ん で い な い 現 状 が あ る 。  

    (ｸ) そ の 他  

      文 化 系 部 活 動 の 改 革 は ， ス ポ ー ツ 系 に 比 べ て 進 行 が 遅 れ て

お り ， 吹 奏 楽 や 合 唱 な ど の 大 会 前 活 動 の 受 け 皿 を 作 る 必 要 が

あ る ほ か ， 部 活 動 改 革 に よ り ， 土 日 祝 日 の 活 動 が 制 限 さ れ る

こ と で 保 護 者 か ら の 違 和 感 や 反 発 が あ る 一 方 で ， 生 徒 は 自 由

な 時 間 を 楽 し む 意 見 も 多 い 。  

     部 活 動 に 類 似 し た 活 動 が 求 め ら れ て お り ， 生 徒 た ち は 出 身

小 学 校 の 仲 間 や 新 し い 仲 間 と と も に 競 技 を 行 い た い と い う 希

望 を 持 っ て い る 。  

 (2) 現 状 と 課 題 に つ い て  

  ア  生 徒 受 入 れ 体 制 整 備  

    新 規 事 業 （ 生 徒 受 入 れ ） に 伴 う 総 合 型 地 域 ス ポ ー ツ ク ラ ブ の

財 政 基 盤 の 安 定 化 が 課 題 で あ り ， 持 続 可 能 な 運 営 体 制 を 構 築 す

る た め に ， 事 業 計 画 の 策 定 支 援 を 実 施 し て い る 。  

  イ  国 の 移 行 期 間 と 連 動 し て い な い 各 種 大 会 要 項 の 整 備  

    中 学 校 部 活 動 の 参 加 を 主 と し た 大 会 に お け る 地 域 ク ラ ブ 等 の

参 加 条 件 を 緩 和 す る た め ， 中 体 連 及 び ス ポ ー ツ 協 会 ， 各 団 体 の

相 互 確 認 を 実 施 し て い る 。  

    中 体 連 開 催 等 の 大 会 前 土 日 祝 日 に お け る 練 習 場 所 等 の 確 保 を

行 う た め ， 各 中 学 校 と 各 総 合 型 地 域 ス ポ ー ツ ク ラ ブ に お い て 事

前 調 整 を 実 施 し て い る 。  
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 (3) 今 後 の 取 組 方 針  

    平 日 の 改 革 を 見 据 え た 地 域 資 源 の 把 握 と 教 職 員 と の 連 携 を 実 施

し て い く ほ か ， 生 徒 ， 保 護 者 及 び 受 入 れ 団 体 に と っ て 活 動 し や す

い 環 境 の 整 備 ， 構 築 を し て い く 。  

    ま た ， 既 存 の 枠 組 み に 囚 わ れ な い 新 た な 大 会 開 催 手 法 を 導 入 し

て い く 。 令 和 ６ 年 度 に は ス ポ ー ツ 課 ・ 生 涯 学 習 課 ・ 産 業 課 に て ，

ス ポ ー ツ ， 文 化 ， 農 業 の ジ ャ ン ル に よ る 複 合 的 な イ ベ ン ト を 「 体

育 」 か ら 「 レ ク リ エ ー シ ョ ン 」 へ ， 参 加 し や す い 新 た な ス ポ ー ツ

イ ベ ン ト と し て 市 役 所 空 き ス ペ ー ス で 開 催 し た 。  

 (4) Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 ソ シ オ 成 岩 ス ポ ー ツ ク ラ ブ の 取 組 に つ い て  

   経 営 の 基 本 方 針 に 「 い つ で も  だ れ で も  気 軽 に ！ ！ 」 を 掲 げ ，

全 て の 営 業 時 間 を 通 し て 市 民 の ニ ー ズ に 基 づ く ソ フ ト 事 業 を 展 開

す る こ と で ， 個 人 や 家 族 で も 利 用 し や す く 地 域 に 密 着 し た 施 設 運

営 を 実 現 し て い る 。  

   ま た ， 総 合 型 ス ポ ー ツ ク ラ ブ が 実 施 主 体 と な り ， 地 域 ・ 学 校 ・

行 政 と 連 携 し つ つ ， 多 世 代 に わ た る 住 民 ス ポ ー ツ サ ー ビ ス の 充 実 ，

発 展 を 図 っ て い る 。  

  ア  ク ラ ブ 設 立 の 経 緯  

    成 岩 地 区 少 年 を 守 る 会 が 「 成 岩 ス ポ ー ツ タ ウ ン 構 想 」 を 提 唱

し ， 学 校 週 ５ 日 制 の 導 入 を 視 野 に ， 学 校 と 地 域 が 連 携 し ， 小 中

学 生 の ス ポ ー ツ 活 動 を 総 合 的 に 支 え る 事 業 体 と し て 平 成 ８ 年 に

ク ラ ブ を 設 立 。  

    学 校 は 週 末 の 部 活 動 を 休 止 し ， ク ラ ブ が 土 日 の 活 動 を 希 望 す

る 子 ど も た ち の 受 け 皿 と な っ た 。  

    施 設 の 建 設 は 中 学 校 の 体 育 館 改 修 に 合 わ せ て 行 わ れ ， 耐 震 問

題 を 契 機 に 建 て 替 え 計 画 が 進 め ら れ ， 施 設 に は 体 育 館 だ け で な

く ， カ フ ェ テ リ ア や コ ミ ュ ニ テ ィ ス ペ ー ス が 設 け ら れ ， 地 域 の

多 様 な ニ ー ズ に 応 え る 形 で 建 設 さ れ た 。  

   イ  ソ シ オ 成 岩 ス ポ ー ツ ク ラ ブ の 現 況  

     い わ ゆ る 同 好 者 の 共 益 的 な ク ラ ブ で は な く ， 事 業 を 外 （ 構 成
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員 外 ） に 開 く ， 公 益 的 な 事 業 体 。  

 (ｱ) 多 世 代 ・ 多 種 目 ・ 多 志 向  

    ① 幼 時 か ら 中 学 生 ま で の 12競 技 ， 一 貫 し た 活 動 の 場 ② ボ ラ

ン テ ィ ア の ほ か ， ト ッ プ ア ス リ ー ト に よ る 質 の 高 い 指 導 ③ 高

齢 者 の 健 康 づ く り ， 小 中 学 生 の キ ャ リ ア 教 育 ， 世 代 を 超 え た

居 場 所 づ く り に 取 り 組 ん で い る 。  

   (ｲ) 住 民 の 参 画  

    ① 60人 の ボ ラ ン テ ィ ア が 毎 週 末 ， 子 ど も た ち の 活 動 を サ ポ

ー ト ② 2,747人 の 協 賛 会 員 （ ソ シ オ ） に よ る 協 賛 会 費 が 支 え

③ ク ラ ブ で 育 っ た 子 ど も た ち が 協 賛 者 と し て 帰 っ て く る と い

う 好 循 環 の 形 成 を 目 指 す 。  

   (ｳ) 事 業 体 と し て の 自 主 経 営  

    ① 令 和 ６ 年 度 実 績 は 財 政 規 模 １ 億 円 余 ② 常 勤 職 員 ４ 人 ， パ

ー ト 等 12人 の 雇 用 体 制 。  

   ウ  ソ シ オ 成 岩 ス ポ ー ツ ク ラ ブ の 特 徴  

     学 校 と の 共 同 利 用 施 設 で あ る た め ， 複 合 化 に よ る 効 率 的 な 運

用 が 行 わ れ て お り ， 地 域 と 学 校 と の 距 離 感 を 縮 め ， 児 童 ・ 生 徒

を 身 近 に 感 じ る 施 設 と な っ て い る 。  

    ま た ， 常 時 ， ク ラ ブ が プ ロ グ ラ ム を 展 開 し て お り ， 多 世 代 に

わ た る 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ の 空 間 と な っ て い る 。  

 (ｱ) ソ シ オ が 支 え る ク ラ ブ 運 営  

      地 域 住 民 の 13％ に 当 た る 2,747人 が ソ シ オ と な り ， ソ シ オ

が 持 ち 寄 る 協 賛 会 費 （ 年 間 約 2,500万 円 ） が 財 政 基 盤 と な っ

て い る ほ か ， 60人 の ボ ラ ン テ ィ ア ア シ ス タ ン ト に よ り 運 営

し て い る 。  

      全 て の 子 ど も た ち の 活 動 機 会 を 保 障 す る 制 度 と し て ， 恵

ま れ な い 家 庭 へ の ク ラ ブ 扶 助 制 度 と し て ， 要 保 護 ・ 準 要 保

護 家 庭 に 対 す る 会 費 の 全 額 扶 助 を 令 和 ６ 年 度 に は 20世 帯 に

対 し て 行 っ た 。  

   (ｳ) 小 中 学 生 の 多 様 な ニ ー ズ に 応 え る 取 組  
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    中 学 校 部 活 動 に な い 種 目 （ 陸 上 ， 硬 式 テ ニ ス ， チ ア リ ー デ

ィ ン グ ， ホ ッ ケ ー ） も 実 施 す る ほ か ， ア ス リ ー ト に よ る 質 の

高 い プ ロ グ ラ ム （ バ ス ケ ッ ト ボ ー ル ， バ レ ー ボ ー ル ， 硬 式 テ

ニ ス ， ホ ッ ケ ー ， サ ッ カ ー 等 ） を 実 施 し て い る 。  

   (ｴ) 生 涯 に わ た る 豊 か な ス ポ ー ツ ラ イ フ の 実 現  

    ク ラ ブ で 育 っ た 子 ど も た ち が 大 人 と な り ， ソ シ オ と し て 戻

っ て く る と い う 好 循 環 が 生 ま れ つ つ あ る 。  

   (ｵ) 主 な 支 援 や 取 組  

地 域 課 題 の 解 決 を 目 的 と し て 子 育 て 支 援 や 子 ど も た ち の キ

ャ リ ア 教 育 に 関 す る 取 組 を 実 施 。  

キ ャ リ ア ス ク ー ル ・ キ ャ リ ア サ ポ ー ト セ ン タ ー ・ サ マ ー ス

ク ー ル ， 体 育 ス ク ー ル 等 の 教 育 ・ 子 育 て 支 援 か ら ク ラ ブ の 社

会 的 価 値 の 向 上 を 図 っ て い る 。  

   (ｶ) 経 済 産 業 省 「 未 来 の 教 室 」 実 証 事 業 （ 総 合 型 地 域 ス ポ ー ツ

ク ラ ブ か ら 「 未 来 の ブ カ ツ 」 へ ） に つ い て  

    目 指 す 地 域 移 行 の 姿 と し て ， 中 学 生 の 生 活 改 革 を も た ら す

「 新 し い 放 課 後 」 と い う 選 択 肢 の 提 供 に よ り ， 放 課 後 及 び 休  

日 に 公 立 学 校 施 設 等 を 拠 点 と し て 活 用 し ， 地 域 の 小 中 学 生 が

ス ポ ー ツ ， 文 化 ， 学 習 な ど 多 様 な 活 動 を 選 択 し て 参 加 で き る

環 境 が あ る ま ち を 将 来 的 に ゴ ー ル と す る 姿 と し て 実 証 事 業 を

実 施 し た 。  

    休 日 の 地 域 移 行 の そ の 先 を 展 望 し 「 新 し い 放 課 後 」 を 創 出

す る べ く 「 放 課 後 プ ロ グ ラ ム 」 を 試 行 し ， 課 題 の 実 証 を 実 施

し た 。  

    教 員 の 働 き 方 改 革 の 観 点 か ら 部 活 動 の 地 域 移 行 を 進 め る 際

に は ， 中 学 生 の 望 ま し い 生 活 改 革 に つ な が る 必 要 が あ る と し

て ， 学 校 外 の 主 体 が 放 課 後 直 行 で き る 多 様 な ス ポ ー ツ ， 文 化 ，

学 習 支 援 活 動 な ど を 提 供 す る ワ ン ス ト ッ プ 事 業 を 展 開 し て い

く 。  
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－ 半 田 市 議 会 －  

                                   

 

 

 

 

 

 

７  そ の 他  

  特 に な し  

８  実 施 結 果 に 対 す る 所 感 ， 意 見 等  

  視 察 等 個 別 部 分 報 告 書 の と お り  



 

 

 

第３号様式（第４関係）  

視察等個別部分報告書 作成者氏名  大野 祐司 

１ 視察（研修・視察研修）の実施名称（テーマ） 

１． 岐阜県恵那市 ＩＣＴ教育の推進について 

２． 愛知県蒲郡市 中小企業支援の取組について 

３． 愛知県半田市 部活動改革について 

２ 実施結果に対する所感，意見等 

（質疑・意見交換した内容，今後の市政に生かすべき点等） 

１． 恵那市で、ＩＣＴ教育が進んでいるのは、市町村合併が背景にある。 

ＩＣＴ教育を推進するにあたり、ＩＣＴ教育ラボを設置し児童生徒１

人１台のタブレット活用へ対応している。ＩＣＴ教育ラボは主に教員の

ＨＥＬＰＤＥＳＫとして機能している。 

恵那市南部では統合する前の中学校５校が点在しており、学習機会の

隔たりや人間関係の固定化が課題であった。そこでＩＣＴを駆使した遠

隔教育を実施し、特に小規模校の生徒に対して、他校との交流や多様な

考え方に触れる機会を提供している。また、人口減少により児童生徒数

が減少する中で、学習の質の維持や「学び」への意欲低下が懸念され、遠

隔教育で他校との合同授業や交流を通じて生徒の学習意欲や創造性を育

むことができるとしている。 

各中学校（５校）に遠隔交流教室を設置しプロジェクターとホワイト

ボード、左右マルチディスプレイ２面を設置、周辺機器としてＡｐｐｌ

ｅＴＶ、ノートＰＣ、リモート会議用３６０度カメラ、Ｗｅｂ会議用マイ

ク・スピーカ、Ｗｅｂ会議用カメラを常設した。 

このことで、海外日本人学校と市内２校を結んで交流を行い、５校で

職業講話や、生徒会同士の交流をしている。また、遠隔授業だけでなく大

画面を活用した通常授業でも有効活用している。 

その他の取組として、市独自のデジタル教材を整備し自分で見て調べ

を進める教育を推奨している。ソフトバンクのＰｅｐｐｅｒを使ったプ

ログラミング教育や、ドローンを活用した取り組みも実施し、生成ＡＩ

とプログラミングを組み合わせた体験講座も行っている。 



  恵那市の通信環境は、学校や家庭を問わず、Ｗｉｆｉで対応していて、 

当市のタブレットはＬＴＥ回線を利用している点が大きく違う。 

これは、岐阜県の教育用光ケーブルが大容量で提供されている点にもよる 

と思われる。 

 

２．蒲郡市では、中小企業支援対策として、令和６年８月～９月に実施した 

アンケート調査によると、多くの企業が小規模でありながら長年の業歴を

有し、安定した経営基盤を築いているとのこと。直近の業況変化は、仕入

れ価格の上昇があげられるが、収益確保に向けた価格転嫁や効率的な運営

により、利益の維持または増加している事業者が半数程度確認されてい

る。このことから、変化に適応していることが伺える。 

 金融対策として、市内金融機関に、預託貸付金２億５千万円、労働金庫

預託貸付金１千万円を支出し、中小企業が融資を受ける際の信用保証料・

利子補給を実施している。 

 商店街振興・中心市街地活性化として、イベント「福寿稲荷ごりやく

市」への補助と人的支援、商工会議所実施のおらがの店じまん「イチオシ

逸品フェス」を実施。 

 地場産業活性化事業として、「次世代につなぐ地場産業活性化プロジェ

クト（Ｇ-Ｔｅｘｔｉｌｅ）」を令和５年から３年実施。事業者間ネットワ

ークの形成と、若手社員の経験・能力向上の成果がみられている。 

 名古屋市に誕生した「ＳＴＡＴＩＯＮ ＡＩ」は、国内外の起業家、企

業、投資家、研究機関が集う、新産業創出やイノベーション促進の場。こ

こに蒲郡市も入居し、コネクション形成に努め、意見交換や連携の可能

性を模索している。 

 「がんばる中小企業者応援事業補助金」を設定し、ＩＴ導入、販路開

拓、人材確保、ＢＣＰ策定に係る経費を、１／２補助、上限額 10 万円（１

事業者）行っている。 

 「がまごおり創業支援ネットワーク」が開設され、創業希望者や、創業

後の課題克服を、創業支援機関と連携して支援体制を整備している。 

 「がまごおり産学官ネットワーク会議」で、産業技術の振興、知的財産

の活用、ベンチャー育成を課題として、商工会議所、愛知工科大学、蒲郡



市で連携、組織化。新技術・新ビジネスの研究開発や事業化を推進し、地

域産業の振興と課題対策に取り組んでいます。 

 再生医療産業化推進委員会を平成 27 年度に設置。再生医療事業の事業

企画・運営を通じて産業の育成・集積を推進し、再生医療のまちとしての

発展を目指す団体で、市、市民病院、商工会議所、㈱ジャパン・ティシュ

エンジニアリングの４者で組織し、運営にかかわる原資を市が負担して

いる。 

 「東三河スタートアップ推進協議会」を設立。東三河地域の経済の維

持・発展を目的に、地元産業界、大学、行政のリソースを活用しながら、

スタートアップの創出と、地域適合型エコシステムの形成を目指し、新

事業の育成やイノベーション創出に取り組んでいる。豊橋市・蒲郡市・東

三河広域経済連合会、豊橋科学技術大学、㈱サイエンス・クリエイト等 11

団体で組織している。 

 これらの連携体制によって、支援の質の向上と地域全体での中小企業

振興が促されている。 

 

３．半田市は、文部科学省の進める部活動地域移行の方針に基づき、令和６

年９月１日から中学校の部活動を平日のみとし、土日祝日の活動は地域の

スポーツクラブ等で実施する体制に移行しました。これは、教員の負担軽

減や、子どもたちがより適した環境でスポーツや文化芸術活動に親しめる

ようにするための取り組みである。  

  これは、既存の部活動に派遣する外部指導員を確保できない問題や、総

合型地域スポーツクラブなどに移行することで、活動の活性化や、地域ク

ラブの運営強化に繋がるととらえて、地域移行を行うもの。 

  平日は、部活動を学校が担いますが、時間は 16 時～17 時程度と短縮し、

週末は中学校では一切行わず、地域で実施するものであり、この運営は、

半田市の教育部内のスポーツ課（スポーツ部活）と、生涯学習課（文化部

活）が担当している。  

中学校教諭による部活動をおこなう兼業・兼職については、円滑に行わ

れる配慮があり、届けを提出することで、多少の手当を受けられる。  

部活動受入れ筆頭の総合型地域スポーツクラブ「ソシオ成岩」は、2003



年に中学校の体育館建て替え時に地域要望からできた施設運営団体で、賛

助会員が 2,700 名いる。年会費を収めて、安定的な地域スポーツ施設であ

り、スポーツ系部活動を受けいれるのに適している。 

  

３ その他（今後の課題・調査研究すべきテーマ等） 

１． 恵那市は人口減少と、市立学校が小規模であり、ＩＣＴを使った遠隔 

授業など必要であるが、当市ではそこまでの必要性は感じない。しかし、

遠隔対応することで、他市や他地域、他国とのＩＣＴを通した交流も可能

で、この点は導入を試す価値はあると思う。 

 

２．蒲郡市は、人口 76 千人と少ないながら、市内事業者が抱える課題やニ

ーズをアンケート調査し、実態把握に努めていることは素晴らしい。中小

事業者の信用保証料補助、利子補給は当市と同様であると認識し、継続の

必要性も感じた。調布市でも行っている産官学連携は、効率よい稼働の必

要性を感じた。 

 

３．半田市による中学校部活動の地域移行は調布市にとって、かなり参考に

なると思う。調布で地域総合型スポーツクラブは大町スポーツ施設のみと

思われるが、部活動移行を受け入れる体制にはなっていないと思われる。 

調布市としては、部活動指導できる地域人材の確保と、その方々の受け

入れ態勢、待遇など検討課題は多いものと思われた。 

以上 

 

 



 

 

 

第３号様式（第４関係）  

視察等個別部分報告書 作成者氏名  青山 誠 

１ 視察（研修・視察研修）の実施名称（テーマ） 

令和７年度 文教委員会 行政視察 

２ 実施結果に対する所感，意見等 

（質疑・意見交換した内容，今後の市政に生かすべき点等） 

①  岐阜県恵那市「ＩＣＴ教育の推進について」 

世界ラリー選手権が開催されることでも有名な恵那市では、ＩＣＴ教育に

も力を入れ、全国ＩＣＴ教育首長協議会会長賞を受賞されたことから取り組

みを伺ってまいりました。 

 恵那市ではＩＣＴ教育らぼを設置し、子どもたちに学びの機会を提供する

とともに、教職員のＩＣＴ支援を行いヘルプデスク業務を担っていました。

また、市内小中学校には遠隔交流教室を整備し、海外の日本人学校を含む他

校との合同授業や交流を図ってきました。さらに、リモートによる生徒会の

交流による生徒会活動のほか、リモートによる教科部会を設置し合同の教科

部会を設置したことで若手教員への支援をはかったとのことでした。 

 それに加え、指導案・授業動画・教材が一体となったデジタル版授業参考

資料や、地元企業・ソフトバンクなどがコラボレーションした学校内外を問

わないＳＴＥＡＭ教育の提供もあり、多くの取り組みが行われていました。 

ＩＣＴに関しては、教員の負担をいかにかけずに取り組みを進めていくか

が重要であるように思います。そのような中でのＩＣＴ教育らぼやデジタル

版授業参考資料、リモートによる教科部会の導入は、教員の働き方改革にも

沿った取り組みであり、当市にとっても参考になる取り組みとなっていまし

た。 

 

②  愛知県蒲郡市「中小企業支援の取組について」 

■がんばる中小企業者応援事業費補助金 

蒲郡市では、中小企業向けの補助金として「がんばる中小企業者応援事業 

費補助金」を創設し、以下の４点の事業に対し支援を行っています。 

 



①ＩＴ導入（ＩＴツールの導入、ホームページ作成、通販サイトへの新規出

店 

②販路開拓（機械装置の導入、広告宣伝の実施、展示会） 

③人材確保（合同企業説明会の実施、求人サイトへの掲載） 

④ＢＣＰ策定 

 

 補助率は１／２で１事業者当たり上限 10 万円とのことで、補助対象とな

るかしっかり審査することと、幅広に使うことのバランスに課題があるとの

ことでしたが、事業内容としては非常に面白く感じました。調布市でこうい

った事業を行う場合、審査を行うマンパワーが桁違いに必要になることから

課題もありますが、進めていければ小規模事業者にとって面白い補助金にな

りそうだと感じました。 

 

■蒲郡市海外販路拡大支援連携協定（海外支援ネットワーク） 

 海外販路拡大を支援するため、セミナーを開催するとともに、展示会（Ｆ

ＯＯＤＥＸ ＪＡＰＡＮ）への共同出展を行っています。現在４-５社の実績

があり、名産のメヒカリを香港やシンガポールに輸出した実績があるとのこ

とで、課題としては、事業者の固定化や、コンテナをいっぱいにすることが

難しい小ロットに事業者がどのようにアプローチすることを支援したらい

いか、マッチングなどを今後検討していく必要があるとのことでした。 

 

■事業承継について 

 蒲郡市内の事業者の実態としては、小規模事業者が全体の６割を占め、後

継者不足・未定の事業者も７割以上を占めるなか、事業承継による産業構造

の維持が大きな課題となっています。そのような中で、事業承継個別相談会

を行うほか、「地域における自走可能な事業承継支援体制構築事業」に応募

し、採択されたことから、『がまごおり事業承継ネットワーク「かけはし」』

を作られたとのことです。 

「かけはし」には、市役所に加え、商工会議所、市内金融機関、愛知県事

業承継引継ぎ支援センター、日本政策金融公庫、愛知県信用保証協会がネッ

トワークを作り、事業承継の機運醸成を図っていました。金融機関が事業承



継やＭ＆Ａを持ちかけると、やはり事業者からは「怪しい」、「お金を取られ

そう」などネガティブな反応が多いものの、そこに市が入ることで、公的な

信用を得ることができ、事業承継がよりスムーズに進むことがメリットとな

っているとのことでした。 

 調布市においても事業承継が今後増えることが予想される中で、産官学金

が一体となって課題解決になるヒントを頂くことができました。 

 

③愛知県半田市「部活動改革について」 

現在部活動改革の全国的な方向性としては、部活動の「地域移行」と「地

域連携」があります。 

 

■地域移行：生徒は地域のクラブ等でスポーツ及び文化芸術活動を実施  

■地域連携：既存の部活動に外部指導員を派遣 

 

 半田市では、既存の部活動に派遣する外部指導員を確保できないという実

際的な問題とともに、総合型地域スポーツクラブ等の活動の活性化や運営体

制の強化につながることを考えて、「地域移行」を行うこととしたとのこと

でした。 

地域移行にあたっては、①中学校の先生が土日に大会運営していたことか

ら大会運営の引継ぎが必要であることや、②部活動とクラブ等で共有すべき

備品とそうではない備品の区別をつけること（ボールは消耗品なので持ち込

む、ゴールは備え付けなど）、指導者の確保（スポット指導者は包括連携を

締結している大学から派遣にて対応しうるが、現在も主となる指導者の確保

は解決に至っていない）など多くの課題があり、それを１つ１つ対応してい

るとのことでした。 

運営スタイルとしては、主体は地域の団体であり、スポーツ課（スポーツ

団体）、生涯学習課（文化芸術団体）は運営支援にあたることを徹底してお

り、オール半田でおこなうことは、生徒の主体性にもつながることを期待し

ているとのことでした。 

教員の兼職、兼業については、希望する教員が円滑に兼職・兼業の許可が

得られるよう規定や運用の改善を行うとともに、生徒受入体制整備として



は、新規事業（生徒受入）に伴う総合型地域スポーツクラブの財政基盤の安

定化にかかる補助金を出すとともに、持続可能な運営体制を構築するため

に、事業計画の策定支援を実施し、行政のほうからも指導を行っているとの

ことでした。さらに、クラブ側の不安の解消として活動環境については安心

したものにすべく、備品が壊れたらすぐ修繕するなど対応を行っているとの

ことでした。 

課題としては、国の移行期間と連動していない各種大会要項の整備が必要

であり、中体連とも調整が必要な事項であるとのことでした。 

 また、具体的な事例としてソシオ成岩スポーツクラブ視察を視察させてい

ただきました。ソシオ成岩スポーツクラブは、2003 年に中学校の改修に合

わせて学校も地域も使える施設として作られ、カフェテリア、ロッカー、風

呂も含めて市が 100％負担で作成し、指定管理を行っているとのことでし

た。 

活動母体は、ＮＰＯ法人であり、ソシオと呼ばれる賛助会員が 2700 名余

りもおり、彼らの寄付が活動を支えているとのことでした。すべての子ども

たちの活動機会を保障する制度として恵まれない家庭へのクラブ扶助制度

もあり、要保護、準保護家庭に対する会費の全額扶助を 2024 年には 20 世帯

に行ったとのことです。 

このようなクラブ活動への地域の参画や市の理解、施設整備があったこと

により、半田市にフィットした部活動の地域移行が着実の果たされたように

感じました。今後調布市ではどのように部活動改革を行っていくか、どのよ

うなやり方がよいか、よく検討していく必要性を感じました。 

３ その他（今後の課題・調査研究すべきテーマ等） 

上記の通り 

 



 

 

 

第３号様式（第４関係）  

視察等個別部分報告書 作成者氏名  大須賀 浩裕 

１ 視察（研修・視察研修）の実施名称（テーマ） 

恵那市「ＩＣＴ教育の推進について」 

蒲郡市「中小企業支援の取組について」 

半田市「部活動改革について」 

２ 実施結果に対する所感，意見等 

（質疑・意見交換した内容，今後の市政に生かすべき点等） 

恵那市「ＩＣＴ教育の推進について」 

恵那市は、小中学校のＩＣＴ教育を専門的に推進するため、令和５年度に

「ＩＣＴ教育らぼ」を設置した。その目的は、機器の保守・整備（ＩＣＴ機

器保守・通信環境の安定化、学校現場の支援体制強化、子どもたちにＩＣＴ

を活用した継続的な学びの機会提供など）と教職員支援（小中学校のプログ

ラミング運営支援、校外プログラミング教室開催など）である。 

また、海外日本人学校と中学生が交流したり、市内５中学校がリモートで

生徒会活動について交流したりしている。  

 更に、市独自のＤＸ教材（小中学生の美術・科学作品、美術館提供の動画、

教師用・児童用資料箱など）を整備し、いつでも生徒・教職員がアクセスで

きるようにしている。 

一方、所管する組織の名称は、調布市の「指導室」とは異なり、「教育研

究所」である。「教育研究所だより」を発行していて、288 号（Ｒ７年７月

14 日発行）では、主体的・対話的で深い学びのある授業づくりの実現に向

けて、授業参観する際の８つの視点を掲載。289 号（Ｒ７年９月 22 日発行）

では教育委員の「高校野球から学んだこと」を掲載するなど、生徒・保護者・

教職員に分かりやすいアドバイスを提供し、かつ寄り添っている姿勢が感じ

られる内容となっている。こうした点を調布市教育委員会もぜひ参考にして

もらいたい。 

 

蒲郡市「中小企業支援の取組について」 

蒲郡市は、地域産業の活性化を最重要課題と捉え、次世代に安心して経営



を引き継げる環境づくりに力を注いでいる。背景には、鈴木市長が青年会議

所理事長や商工会議所青年部会長として、地域経済の課題に深く関わってき

た経験があると思われる。 

様々な施策が実施されているが、特に「がんばる中小企業者応援事業費補

助金」「創業支援ネットワーク」、事業承継ネットワーク「かけはし」に注目

したい。 

「がんばる中小企業者応援事業費補助金」は、中小事業者向けの補助金で、

ＩＴ導入、販路開拓、人材確保、ＢＣＰ策定など、中小事業者の経営課題解

決に向けた経費の一部を補助する制度で、補助率は対象経費の１／２、上限

額は１事業所あたり 10 万円となっている。補助対象にはＩＴツール導入、

広告宣伝、求人サイト掲載、ＢＣＰ策定などが含まれている。 

「創業支援ネットワーク」は、市内での創業希望者や創業後の課題克服希

望者を対象に、創業支援機関（市、日本政策金融公庫、商工会議所、信用金

庫など）が連携して支援体制を整備している。創業計画策定・資金調達、創

業支援セミナー、経営相談など幅広い支援を実施。さらなる支援として、創

業希望者向け「創業はじめの一歩セミナー」開催、コンサルタントによる創

業塾などで、専門知識や経営者としての心構えを学ぶ機会を提供している。 

事業承継ネットワーク「かけはし」は、市内事業者の事業承継問題解決を

目的とした組織で、愛知県事業承継・引継ぎ支援センター、商工会議所、市

内金融機関、蒲郡市などが中心となり、令和７年５月に創設された。12 支

援団体が一体となり情報発信・情報共有を行い、事業者へ幅広く展開し、事

業承継への関心を高め、解決のための接点を持つことや適切な相談窓口への

橋渡しなど、事業承継に係る支援体制を構築している。 

こうした取り組みを参考に、調布市でもより積極的に取り組んでもらいた

い。 

 

半田市「部活動改革について」 

部活動改革の手法には、地域移行と地域連携がある。調布市は、令和９年

度以降、どちらかの手法を実施する目標を設定しているが、半田市は令和６

年９月から土日祝日の学校の部活動を廃止し、休日の活動を地域に委託する

体制をスタートさせた。地域移行を選択した理由は、各中学校区に総合型地



域スポーツクラブがあり、活動の活性化・運営体制の強化につながることと、

既存の部活動に派遣する外部指導員を確保できないこととしている。全国の

自治体が本格的な導入に躊躇している中で、率先して取り組んだ職員の情熱

に感心する。 

地域移行により、学校部活動の平日の活動時間は２時間程度となり、土日

祝日の活動は地域スポーツクラブや文化芸術活動団体へ委託することとな

った。この改革により、教員は土日祝日の指導が職務から外され負担が軽減、

生徒は地域で多様な活動に親しむ環境が整備されることとなった。ただし、

この成功事例の背景には、ソシオ成岩スポーツクラブなど、総合型地域スポ

ーツクラブの存在が大きく、調布市とは状況が異なる。しかし、官民連携に

より社会問題解決を図る半田市の姿勢は大いに参考になると考える。 

 

３ その他（今後の課題・調査研究すべきテーマ等） 

今回のテーマは、教育部と生活文化スポーツ部に関するものだった。現在、

常任委員会の視察の際、随行する市長部局の幹部職員は原則１名となってい

て、今回は教育部長の参加となった。「中小企業支援の取組」は産業振興担

当部長のテーマ。市長部局職員の視察制度が充実していない現状では、常任

委員会の視察には必要に応じて複数の市長部局幹部職員が随行できるよう

に改革が必要だと思う。 
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視察等個別部 分報 告書  作 成 者 氏 名  川 畑 英 樹  

１  視察（研 修・ 視察研修）の 実施 名称 （ テ ー マ ）  

令 和 ７ 年度調 布市 議会 文教委員 会視 察  

①  10/６  恵 那 市 「 Ｉ Ｃ Ｔ 教育の 推進 について」  

②  10/７  蒲 郡 市 「 中小企業支援 の取 組について 」  

③  10/８  半 田 市 「 部活動改革に つい て 」  

２  実施結果 に対 する所感，意 見等  

（質疑・意見 交換 した内容，今 後の 市政に生かす べき 点等）  

①  恵 那 市 「 ＩＣ Ｔ 教 育の推進につ いて 」  

岐阜県恵那市 は、 岐阜県の南東 部に 位置し緑多き 自然 に恵まれ比

較 的 安定した 気候 の地域である 。人 口は 徐 々 に減 少し 令和 ７ 年 ４ 月

１ 日 45,670 人 ほ ど と な っ て い る 。 従って今後の 人口 流 出 を 見 て 政

策 を 進 め て い かざ るを得ない。 来年 、 中 学 校 ８ 校 のう ち人口の少な

い 地 区 ５ 校を 併合 し １ 校にして 、残 り ３ 校と合わ せて 中学校 ４ 校 体

制にし、登校 に関 し てはスクー ルバ スで対応する との 事である。   

一方で今まで 培 か ったタブレッ ト端 末などを使っ ての 遠隔 Ｉ Ｃ Ｔ

教 育 も 、 人口 減少 によ る 児童生 徒が 減少する中で の「 学び」への意

欲 低 下 を 阻 止 し 、 学 習 機 会 の隔 たり をなくす手段 とし て、活用して

いくとしてい る。 遠隔授業だけ でな く、 プロジェ クタ ー 大 画 面 を 使

っての通常授 業で も、社会科 の 教育 で は 、 地 図 を 映し 出しての授業

など専門的な 授業 でも 使 用 可 能 でき る 。 第 ７ 回日 本 Ｉ ＣＴ 教 育 ア ワ

ー ド で 、 全 国 ＩＣ Ｔ 教育首長協 議会 会長賞を受賞 した 。恵那市教育

研究所が優れ た授 業例を多くの 教員 と共有するた め Ｄ Ｘ ア ド バ イ ザ

ー と Ｉ Ｃ Ｔ 指 導員 と共に、指導 案・ 授業動画・ 教 材を 「デジタル版

授業参考資料 」を 作成した。授 業の 様子・教材を 動画 で見ることが

できる。又、 生成 Ａ Ｉ とプログ ラミ ングを組み合 わせ た体験講座も

学校内外を問 わな いシステム教 育と して提供して いる 。地域性もあ

る が 、 Ｉ Ｃ Ｔ 教育 として当市と して 参考にするべ き点 が、多く見 受

けられた。シ ッカ リと取り入れ てい くべきと考え る。  
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②  蒲郡市「中小 企業 支援の取組に つい て」   

蒲郡市は、市 内の 中小企業の実 態状 況を把握する ため 、中小企

業向けアンケ ート 調査を行った 。直 近の業績の変 化と して、約８

割の事業者が 仕入 れ価格の上昇 に直 面しているも のの 収益確保に

向け様々な努 力に より、利益の 維持 または増加を 実現 している事

業者が半数程 度確 認された。一 方で 課題も多く、 人材 確保や販

路・サービス 提供 先の拡大・労 働力 不足・事業 承 継 も 問題となっ

ている。金融 対策 として、中小 企業 経済対策信用 保証 補助金は景

気 変 動 で 経 営 に 影 響 を 受けた企 業 に 1,000 万 円まで 等の支援が用

意されている 。商 店街の活性化 の促 進として「 福 寿稲 荷ご り や く

市 （ 年 ３ 回＋ 夜ご りやく市）へ の補 助と人的支援 を行 っている。

又 「 お ら が の 店 じ まん」 として アピ ールの一品を 一同 に会して販

売する「イチ オシ 逸品フェス」 を実 施している。 市の 基幹産業の

一つである繊 維産 業は昔 3,000 社 の 企業あったが 現在 は 300 社 と

減少している 。地 場産業の掘り 起こ しを 、国のデ ジ田 補助を活用

し『次世代に つな ぐ地場産業活 性化 プロジェクト 』を Ｒ ５ 年 か ら

３ カ年で実施 した 。その結果印 象に 残ったステー ジ 中 ２ 位 と 好 評

価 を 得 て い る 。 」 事業者向けの 補助 事業として、 「が んばる中小

企 業 者 応 援 事 業 費 補助金」を創 設し ている。 Ｉ Ｔ 導入 、販路開

拓、人材確保 、 Ｂ ＣＰ 策定に関 わる 経費の一部を 補助 している。

対 象 経 費 の １ /２ 、 上限は一事 業者 あたり 10 万 円 と な っ て い る 。

さまざまな事 業用 途に使えるが 、判 断が難しいと の事 であった。

昨 年 は 50 件 ほ ど 今 年 は 40 件 ほ ど の 申 請 が あ る と の 事 で あ る 。 わ

が市で行う場 合審 査基準の明確 化が 必要である。 事業 承 継 も 問 題

の一つとなっ てい る、がまごお り事 業 承 継 ネット ワー ク「かけは

し」を作って いる 。事業 承 継 相 談会 をネットワー クの 中で行って

いる。市が中 に入 り中継ぎを行 うこ とでスムーズ に事 が進み、問

題解決に繋が って いる。 市にお いて も中小企業の 抱え る様々な問

題に関し努力 して いる 、 蒲 郡 市 での 政策 なども取 り入 れるべき点

は 参 考 に する べき と 考 え る 。  
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③  半田市「部活 動改 革について」  

令 和 ４ 年 12 月 に 「 学 校 部 活 動 及 び 新 た な 地 域 ク ラ ブ 活 動 の 在 り

方等に関する 総合 的なガイドラ イン 」を文化庁及 びス ポーツ庁が策

定した。学校 での 部活動を令和 ５ 年 からの ３ 年間 の期 間において、

地域連携・地 域ク ラブ活動への 移行 に取り組み、 地域 実情に応じ早

期 に 実 現 を目 指す 基本方針が示 され た。併せて教 員の 働き方改革も

相まって、半 田市 は部活動改革 に取 り組み 、 子供 たち が将来にわた

り子供たちが スポ ーツ・文化芸 術活 動に継続して 親し むことができ

るようにする ため 「官民連携」 によ る社会問題の 解決 を図るとし

た 。  

 中学校の部 活動 を平日のみの 実施 し 、土日祝日 にス ポーツなど活

動したい生徒 は、 地域のスポー ツク ラブや文化活 動団 体に自主的に

活動するとし た。 半田市は、 ５ つの 地域にスポー ツク ラブが点在し

て い る 、 この 施設 を 生徒の受け 入れ 先をとして整 備し 、 外 部 指 導 員

を確保するこ とが 可能となった 。効 果と して、多 様な 選択肢から活

動を選択でき る。 専門性の高い 指導 に基づく活動 。地 域のスポー

ツ・文化芸術 活動 の活性化・ 学 校で は以前 18 時 頃 ま で の 部 活 が 16

時頃までとな った 現在では ４ 割 強の 学校が土日移 行し ている。 学 校

においての時 間の 確保と質の向 上 に つながってい る 。 生 徒 の 感 想 と

して土日のん びり でき、その時 間を 色々できるな ど出 ていたとの

事 。  

  ソ シオ成 岩ス ポーツクラブ に現 場視察を行っ た。 2003 年 に 施 設

の耐震問題で の建 て替え時に、 学校 も地域も使え るク ラブ体育館施

設として、半 田 市 100％ 負担当時 おおよそ 10 億 円 で 建 設 さ れ 、 市

で指定管理を 行っ ている。ボラ ンテ ィアアシスタ ン ト 60 名 で 指 導

などを行って いる 。ソシオと呼 ばれ る賛助会員 2,700 名 余 り の 方 々

の寄付などで 、活 動を支えてい る。 扶助制度も設 けて 恵まれな い 、

要保護・準保 護家 庭の子供たち 現 在 20 世帯に行っ ている。又、 子

供たちの居場 所と しても大きな 意味 を持っている と感 じた。  



第３号様式（第４関係） 

 

 

  半 田市の 取組 は、大胆な取 組で 地域 ５ か所の スポ ーツ施設が点 在

した事と、古 く 300 年 前から受 け 継がれてきた 伝統 的な半田の山 車

祭 り 10 地 区 31 輌が結ぶ、団結 力地 域性があると 感じ た。  

 調布市にお いて も、運営シス テム など多々に参 考す るべき点は参 考

にすべきと思 う。 しかしながら 、地 域に点在して いる スポーツ施設

への移行は、 地域 性も あ り難し いの ではと感じた 。  

 

３  その他（ 今後 の課題・調査 研究 すべきテーマ 等）  

  全 て文中 に記 載。   



 

 

 

第３号様式（第４関係） 

視察等個別部分報告書 作成者氏名 木下安子 

１ 視察（研修・視察研修）の実施名称（テーマ） 

①  10 月６日(月)岐阜県恵那市「ＩＣＴ教育の推進について」 

②  10 月７日(火)愛知県蒲郡市「中小企業支援の取組について」 

③  10 月８日(水)愛知県半田市「部活動改革について」 

２ 実施結果に対する所感，意見等 

（質疑・意見交換した内容，今後の市政に生かすべき点等） 

①  10 月６日(月) 岐阜県恵那市「ＩＣＴ教育の推進について」 

◆岐阜県恵那市の概要 

面積 504.24 ㎢（参考：23 区 627 ㎢）、人口 45,000 人余 

岩村城下町や恵那峡（ダム湖）、明知鉄道で知られる。 

2004 年、旧恵那市、岩村町、山岡町、明智町、串原村、上矢作町の合併で

誕生した自治体 

 

◆市立小中学校の現状 

小学校は 14 校、中学校は８校。岩村町以下の５町村にもともと設置され

ていた小中学校も含まれており、学校数に対して生徒数は小学生 2,000 人

余、中学生 1,100 人余と非常に少ない。2026 年度からは山岡中学校を増改

築して、５町村の中学校５校を統合し、総数を８校から４校にする予定。 

 

◆遠隔教育・遠隔授業 

前述のような地域事情もあり、子どもたちの人間関係の固定化や学習意

欲の低下、また教員間の情報共有や指導、アドバイスなどを介したスキル

アップに課題があった。そこで、特に規模が小さい５つの中学校をオンラ

インでつなぐ取組みが始まった。 

ハード面では、５つの各中学校に遠隔交流教室を設置し、３つの大きな

画面を配置した。遠隔交流授業をおこなう時には、その教室を使うため、

機器類の準備に時間を要しない。 

 



1．  遠隔合同授業 

５つの中学校同士や他地区の中学とオンラインでつなぎ、合同授業を実

施。企業の職業講話などを５校合同で実施した。10 校を担当する主幹教諭

が巡回しながら交流を調整する。 

 

2．  リモート生徒会交流 

各校の生徒会がオンラインで交流し、課題や取組みなどを共有した。来

年度の統合に向け、今の生徒会の３年生の交流とは別に、２年生の交流も

実施している。 

3．  リモート教科部会 

小規模校では同じ教科を担当する教員が同じ学校にいないため、教職員

同士の学び合いや支援が必要となる。経験の浅い教員へのサポート強化の

ため、メンター制度を導入し、リモートを活用した。 

５つの中学校の統合後は遠隔システムを地区の小学校に移行させ、統合

した中学に進学する小学生の交流に活用するとのことだ。ＩＣＴ活用その

ものを目的とするのではなく、あくまでも子どもたちのためになるかどう

かを基本にＩＣＴを手段の一つとして活用していくという恵那市の姿勢

は、どれだけＩＣＴが発展しても見失ってはならないものであり、学ぶべ

きものが多かった。 

 

◆不登校生徒への支援におけるＩＣＴ活用 

恵那市においても不登校児童生徒数は増加している。生徒数に対する割

合は中学校で特に増えており、全国平均よりも少し高い。 

校内教育支援センターや教育支援室（はなのき教室、むつみ教室）など

の居場所の設置に加え、「スクールライフノート」の心の天気（こころの

アンケート）で心の変化やサインを発見する取組みにタブレットを活用し

ている。 

コロナ禍同様、家族がコロナに感染するといった理由で登校できない児

童生徒にはオンライン授業参加が実施されているが、東京都のＶＬＰや調

布市が導入したデジタル教材といった対応へのタブレット活用は検討され

ていないようだった。すべての不登校の子どもたちが相談等につながって



いるということで、今後は、アウトリーチ型支援や保護者同士のピアサポ

ートを検討しているとのことだった。児童生徒数や移動距離、財政面の課

題などさまざま決定要因があるとしても、何でもＩＣＴに頼るより前に、

対面での対応を充実させることも重要なことだと考えさせられた。 

 

◆その他 

・タブレットそのものは調布市と同様、コロナ禍の 2020 年度末に導入さ

れ、本格的な使用は 2021 年度に開始。 

・デジタル推進員などを務める玉置崇教授の協力のもと、春日井市や長野

県の喬木村、静岡を訪問、研修実施しＩＣＴ教育の中心を担う教員を育

成。 

・交流授業のイメージ作りに活用できるよう指導案と動画をセットで作

成。作成はＩＣＴラボ担当者、ＤＸアドバイザーなどが協力して録画作業

などをするほか、ＩＣＴに特化した会計年度任用職員４名が内容を検討。

最後は「Ｋｎｏｗ-Ｈｏｗハンドブック」にまとめている。 

・2020 年度からはソフトバンクと連携協定を締結。 

・2023 年度、市民会館２階に設置したＩＣＴラボは、主に教員へのヘルプ

デスク的な役割を果たしている。 

・プログラミング教育では、市内事業者の課題に対してプログラミングを

活用して解決策を考えるプログラムを組んだ。 

・ＬＩＮＥ ＧＩＧＡワークブックによる情報モラル教育 

・「ＧＩＧＡワークブックえな」を策定。子どもたちのより良いＩＣＴ活

用を目指し、成長に合わせて３つの段階で構成されている。 

・子どもが自分から自発的に使えるようＤＸ教材を作り、「教師用・児童

用資料箱」に動画を格納している。 

 

②  10 月７日(火)愛知県蒲郡市「中小企業支援の取組について」 

◆蒲郡市の概要 

面積 56.96 ㎢、人口 77,000 人余、事業所数 3,300 余 

 

◆蒲郡市の産業 



三河木綿で有名な繊維の町で、かつては 800 社の織物企業があった。し

かし昭和後期よりアメリカや中国の参入の影響で織物企業は激減。現市長

が繊維のまちとして再生させたいと、今年は東京ガールズコレクションの

ファッションショーのサテライト開催を予定している。贈答品用として作

られているハウスみかんの生産量は全国２番目。70 周年を迎える蒲郡ボー

トレースは、年間売り上げ額が 1,800 億円で全国第３位。第一産業従事者

には農業従事者と漁業従事者がいる。 

 

◆市内事業者が抱える課題やニーズ 

市内企業の８割が仕入れ価格上昇に直面している。半数は価格転嫁や効

率的な運営で利益を維持、または増加を実現しているが、人材確保や販

路・サービス提供先の拡大が課題。２年に１度のアンケート調査による

と、１割が廃業を予定しており、背景には後継者不足問題がある。 

 

◆中小企業施策について 

2023 年に産業振興ビジョンを策定し、それに基づき金融対策、商店街振

興・中心市街地活性化、地場産業活性化事業、ステーションＡｉ活用事業

を展開している。中でも基幹産業の一つである繊維産業は、かつては

3,000 ほど事業者がいたが、今は 300 くらいに大幅減少している中、再生

を目指し、「次世代につなぐ地場産業活性化プロジェクト」を 2023 年から

３カ年度計画で実施。１年目にＴＯＫＹＯ ＧＩＲＬＳ ＣＯＬＬＥＣＴＩ

ＯＮに参加し好評価を得たことを皮切りに、三河木綿産業では新しい分野

であるアパレル製品のアピールにも成功している。かつてはなかった事業

者同士の横連携も生まれているとのことで、今後の展開が楽しみである。 

事業承継支援に行政がかかわるメリットとしては、利益を得ることを目

的としていないことで得られる信頼や、金融機関の相談対象になりづらい

小さな事業者の相談の受け皿になれるという点が挙げられた。 

事業者向け補助事業としての「がんばる中小企業者応援事業費補助金」

の創設や創業後のサポートを目的とした「がまごおり創業支援ネットワー

ク」など、商工会議所や関係機関との連携による支援メニューも充実して

いる。事業者からも課題として上がっている販路拡大への対応の一つとし



て、海外への販路拡大を支援するセミナーも実施している。対象となり得

る事業者が限られるなど課題はあるが、課題解決への市の積極的な姿勢が

感じられた。 

また、再生医療の実用化・産業化を目指し、市、市民病院、商工会議

所、ＪＴＥＣで構成する委員会を立ち上げるなど、市内のさまざまな産業

を生かしたネットワークが構築され、事業者の課題やニーズにも細やかに

対応している。一方、若い世代を呼び寄せるために考案したワーケーショ

ン補助金は補助率が８割であること、また地元市民の雇用を条件としてい

ることなどがハードルとなり、活用が思うように進んでいないようだっ

た。 

事業者支援への行政の関わりは二次的かもしれないが、行政にしかでき

ない関わりがあり、そこに知恵を絞って積極的にかかわっていく蒲郡市の

姿勢から学ぶものが多かった。 

 

③  10 月８日(水)愛知県半田市「部活動改革について」 

◆部活動の地域移行について 

（スポーツ課） 

部活動改革の２つの手法から地域移行を選択。2024 年９月から、市内に

５つある中学校では、部活は平日のみ行い、土日祝日は行っていない。出

場できるコンクールや大会を限定し、土日は地域でスポーツや文化芸術活

動ができるように体制整備を行ってきた。生徒にとっては、多様な選択肢

や専門性の高い指導、生涯にわたる健康で豊な生活につながるような体験

が提供できる。学校側としては教員の働き方改革推進のメリットがある。

一方、保護者には会費や送迎の負担が生じるため、理解を得る必要あった

とのことだ。 

半田市内にはスポーツクラブが５つあり、中学校の数も５つあるため、

週末の部活動をスポーツクラブに委託することとした。スポーツクラブに

よってやり方や担当する競技の種類が異なるが、生徒は越境して平日と週

末に別の地域で同じスポーツをすることもできるなど、生徒の要望に柔軟

に合わせている。また、クラブが営業をかけられる地域の縛りをなくし、

全市的に子どもたちのスポーツ機会を確保できるようにした。 



こうした改革の過渡期の課題としては、各大会への参加に要する要項の

変更など、試合参加にかかわるものが多く、希望する大会に参加できない

といったことも生じたようである。その後、県の大会を競技とレクリエー

ションに分け、参加重視のチームは後者に出られるように体制が整備され

ている。半田市の経験が全国的に生かされるよう、部活動改革と大会要項

などの整備も同時に進める必要があると感じた。 

現在、教員の働き方改革のため、平日の部活動は 4:45 までのところが３

校、4:30 までのところが２校ということなので、４時前に学校が終わって

から実質、活動時間は 30 分程度しかないという。そうした実情において

は、希望者は土日に専門性の高い指導を受けることができる今の状況は大

きな意味があるだろう。 

現在、各クラブにつながる団体は 52 あり、市からは補助金を出す代わり

に、３年間の事業計画を策定してもらった。備品などの修繕や更新には市

が対応しているが、運営については主体的な取組みを促している。のちに

報告するが、半田市には地域移行のモデルとも言える取組みを長く行なっ

ているクラブがある。そのため、市がモデルを示さなくとも主体的な取組

みを促すにとどまっているのではないかと感じた。そのクラブの取組みの

波及効果が期待される。 

 

 

（生涯学習課） 

文化系の部活動は、もともと土日祝日に活動をそれほどやっていなかっ

たため、練習をしていた吹奏楽部など一部の部活動について地域移行の取

組みを始めている。具体的な取り組みとしては、指定管理団体に委託して

いるプラネタリウムを活用したものがあり、関心のある中学生が約 10 名参

加したとのことであった。 

 

◆ソシオ成岩スポーツクラブの取組みについて 

1994 年、成岩地区少年を守る会が成岩スポーツタウン構想を提唱。当

時、部活動のやりすぎが問題になっていた社会背景もあり、1996 年、小中

学生のスポーツを支えることを目的に、学校と連携してクラブを設立し



た。その後、成岩中学校体育館の耐震性に課題があり新設することとなっ

た際、ＰＴＡや自治会、公民館など地域の団体とともにスポーツクラブも

連名で、地域も学校も使える体育館新設を求め、「成岩スポーツセンター

（仮称）の建設を求める陳情」を市に上げた。新設の体育館は、市負担で

約 10 億円で設置。施設内には体育館以外に屋上はテニスコートやサッカー

コートとして使用できる人工芝グラウンド、学習などに使える部屋もあ

る。 

ＮＰＯ法人としてのミッションは、「子どもたちを育む豊かなまちづく

り」、財政規模は約 1 億円。ソシオ会員 2,747 人、正会員 10 名。常勤４

人、清掃などはパート・アルバイト 12 名、スポーツ指導者 25 名、ボラン

ティア 60 名などで運営されている。ボランティアは有償で１回 1,000 円、

有資格者は 2,500 円。指定管理料以外の指導者謝金はクラブで負担してい

る。 

ソシオ会員とは協賛会員のことで、家族利用なら 30,000 円、親子利用

24,000 円、個人利用 24,000 円を会費として納めることで、年間を通して

施設を無料で利用することができる。寄付扱いになるので、税控除対象に

もなる。地域人口の 13％が加入しており、３～４割の子どもが利用してい

るという。 

事業としては、スポーツ関連の事業以外にも、学習支援やスポーツレク

リエーションを含む教育・子育て支援事業、トップアスリート養成を目的

としたトレーニングアカデミー支援事業、市の指定管理を受けたクラブハ

ウスの運営などを担っている。親子スポーツ教室や高齢者スポーツ教室の

ほか、放課後の子どもの居場所にもなっている。世帯収入にかかわらず利

用できるよう、全ての子どもたちの活動機会を保障する制度を独自に設置

し、2,500 万円を充当している。現在、就学援助世帯など 20 世帯が利用し

ているなど、単なるスポーツ推進を超えて福祉的な役割も担っている。 

もともと半田市には地域ごとの山車の文化があり、隣り組のような枠組

みが今も 42 区残っているという。調布市に比べてコミュニティも小さく、

昔からの地域の結びつきが強い半田市だからこそ生まれたスポーツクラブ

と教育や地域との連携が先進的な部活動の地域移行の背景にあることが分

かった。調布市は、半田市のような強い地域の結びつきはないが、むし



ろ、これからの部活動改革を通して子どもたちと地域の関わりや、地域の

つながりの強化が図られる可能性を感じる視察であった。 

３ その他（今後の課題・調査研究すべきテーマ等） 

２に記載 

 



 

 

 

第３号様式（第４関係） 

視察等個別部分報告書 作成者氏名 澤井 慧 

１ 視察（研修・視察研修）の実施名称（テーマ） 

日程：令和７年 10 月６日～８日） 

視察先： 

①  岐阜県恵那市  『ＩＣＴ教育の推進について』 

②  愛知県蒲郡市  『中小企業支援の取組について』 

③  愛知県半田市  『部活動改革について』 

２ 実施結果に対する所感，意見等 

①  岐阜恵那市 『ＩＣＴ教育の推進について』 

■岐阜県恵那市について 

岐阜県恵那市は名古屋市の中心部からおよそ 60ｋｍ、岐阜県南東部に位

置しており、面積は 500 ㎢と本市（21 ㎢）と比較して広いまちである。平

成 16 年に旧恵那市と恵那郡の５つの町村（岩村町、山岡町、明智町、串原

村、上矢作町）が合併した。現在の人口は 45,000 人であるが、今後はさら

なる人口減少が見込まれる。 

■教育環境について 

生徒数は年々減少しており、市内中学校８校のうち来年４月には恵南地区

の５校を統合することが決定している。恵南地区は山間部に位置しており、

統合によって、遠距離になることによる通学時間の増加、雪の日の通学、部

活や塾への影響などが懸念されており、登下校対策としてスクールバスを運

行している。生徒の減少に伴い、令和 10 年にはすべての中学校で全学年が

単学級になることが見込まれており、固定化する人間関係の解消や 集団の

中で多様な考え方に触れる機会、学び合いの機会、切磋琢磨する機会の創出

に向けて、クラス替えができる環境（３クラス）を構築する必要があること

から、学校統合を決定した。 

■ＩＣＴ教育の推進について 

上記の通り、生徒数の少ない学校が点在している環境において、移動を伴

わないＩＣＴが大きな価値を発揮しており、「ＩＣＴ教育らぼ」や「遠隔交

流教室」などの取組事例が紹介された。 



１．ＩＣＴ教育らぼ 

子どもたちの新しい学びの支援ＩＣＴ教育推進のための研究、学校現場へ

のきめ細やかなサポート、ＩＣＴ機器の保守やサポートの他、ＩＣＴ研修の

実施、教職員のＩＣＴ教育相談窓口として、学校内外を問わず、子どもたち

が学び続けられるような役割を担っている。 

一例として、小中学校の授業で使われているロイロノート・スクールとい

うアプリを効果的に活用し、子どもたちがわくわくするような授業作りに役

立てるよう市内外の小中学校の教員を対象とした「ＩＣＴを利活用したわく

わく授業講座」を開催している。 

２.遠隔交流教室 

小規模校の多い恵南地区の５中学校の生徒が、オンラインで交流や学習が

できるよう、マルチディスプレイなどを常設した遠隔交流教室が整備され

た。遠隔交流教室ではリモートによって他校と交流した生徒会活動や海外の

日本人学校とのコミュニケーション、また他校との遠隔合同授業が行われて

いる。 

一方、令和２年、国が推進したＧＩＧＡスクール構想に基づき、児童生徒

には一人 1 台のタブレットが配布されているが、通信環境について恵那市で

はＬＴＥ回線は使わず、Ｗｉ-Ｆｉ接続のみとなっている。この点について、

家庭からはＬＴＥ回線の接続に向けた声は上がっていないとのことだが、家

庭環境においてはＷｉ-Ｆｉ環境が整備されていない可能性もあるため、オ

ンライン授業など先進的な取組を進める恵那市にとって必要な投資ではな

いかと考える。少子化が進む中で、不登校児童生徒は全国的に増加傾向にあ

る事から、多様な学習環境が求められており、これまで以上にデジタルデバ

イスの活用が求められると考える。 

 

②  愛知県蒲郡市  『中小企業支援の取組について』 

■地場産業活性化について 

蒲郡市の基幹産業は繊維産業であるが、安価な中国製品が大量に流入した

ことによって、市内の事業者数は右肩下がりで地場産業はかつての勢いを失

っている。市は地場産業である繊維産業の活性化のため、デジタル田園都市

国家構想交付金を活用して「次世代につなぐ地場産業活性化プロジェクト」



を３か年で実施している。予算額は令和５年度 1,750 万円、令和６年度 5,600

万円、令和７年度は 5,480 万円となっている。具体的な取組では若者向けの

ファッションイベントである”ＴＯＫＹＯ ＧＩＲＬＳ ＣＯＬＬＥＣＴ

ＩＯＮ”と連携し蒲郡市の繊維産業についての紹介やグッズ販売から始め、

本年度はＴＧＣを地元に誘致し、11 月１日には“ＧＡＭＡ ＬＯＶＥ Ｆ

ＥＳ”を実施する。 

また、新たな産業を生み出す取組として、令和６年秋にオープンイノベー

ション拠点として名古屋市内に誕生した「ステーションＡｉ」事業を通じた

市内事業者とスタートアップ事業者の連携促進やスタートアップ支援に特

化した東三河スタートアップ推進協議会の設立、また再生医療の実用化・産

業化を推進するため、再生医療産業化推進委員会を設立するなどしている。 

■事業承継支援について 

蒲郡市の事業者の６割が従業員５名未満の小規模事業者となっており、２

割の事業者で事業縮小や撤退を検討していることがアンケート調査によっ

て確認されている。廃業の理由は７割の事業者で後継者が決まっていないこ

とが挙げられており、事業承継や技術承継が大きな課題となっている。 

この課題解決に向けて、個別相談会や事業承継セミナーのほか、自走可能

な事業承継支援体制の構築を検討の上、組織化し、令和７年５月に「がまご

おり事業承継ネットワーク かけはし」を設立した。「かけはし」で商工会

議所や金融機関との連携強化に加えて、税理士や行政書士、司法書士、弁護

士等の士業を巻き込むことで、多岐にわたる課題解決を図っている。「かけ

はし」によって支援体制が確立されて事に加えて、市内事業者に対して、事

業承継について市が本格的に取り組む事を明確なメッセージとして発して

いる。 

今後の支援実績に期待したい。 

 

➂愛知県半田市  『部活動改革について』 

■総合型地域スポーツクラブについて 

半田市は、中学校区のひとつである成岩(ならわ) 地区に平成８年３月に

総合型地域スポーツクラブを全国に先駆けて発足させた。成岩スポーツクラ

ブは、成岩地区少年を守る会の構想が発端となって、文部省の「総合型地域



スポーツクラブ育成モデル」として設立された。平成 14 年にはＮＰＯに認

証され、「ソシオ成岩スポーツクラブ」へ名称変更し、クラブハウスである

「ＮＡＲＡＷＡ ＷＩＮＧ」を指定管理者として運営を受託している。この

クラブハウスは隣接している成岩中学校の体育館を兼ね備えており、メイン

アリーナとサブアリーナに加えて、屋上にはテニスコートやフットサルコー

トなど充実した設備を備えている。 

クラブ設立を機に成岩中では部活動を平日週３日に限定し、土日はソシオ

成岩の活動として行っており、現在の部活動の地域移行の草分け的存在とな

っている。クラブ運営についてはソシオとよばれるクラブ会員が寄附という

形で会費を支払っており、クラブ会員は施設を自由に使用できる。 

■部活動改革について 

半田市は部活改革の手法として、「地域連携」と「地域移行」のうち「地

域移行」の道を選択した。既存の部活動に外部指導員を派遣必要となる「地

域連携」の場合、外部指導員の確保が難しいと判断された。 

部活動改革の基本方針として、部活の実施日は平日のみ、土日祝日は部活

動を実施しない事としている。市内には中学校区に５つの総合型地域スポー

ツクラブが整備されており、土日祝日の活動について、どの地区で、どのよ

うな競技を、どう活動するかは自らの興味関心に基づき、地域でのスポー

ツ・文化芸術活動に参加する事としている。市は中学生を対象にスポーツ・

文化芸術活動を実施している団体に対して、市独自の補助事業を行ってお

り、令和７年の予算額は 1,700 万円余となっている。半田市の部活動の地域

移行における課題として、中体連が運営する県内の大会についてクラブチー

ムでは参加することが出来ない事（部活動のみ）や、今後平日の地域移行を

見据えた場合の活動場所の確保や備品の使用ルール作りがあげられる。 

本市も今後部活動改革を進めていく上で、成功事例として半田市の地域移

行は非常に参考になった。今後は西調布体育館の移転や市民プールの在り方

を検討していく上で、公共施設を複合化することで、部活動改革と合わせて、

市民のスポーツ環境の向上に向けて取り組む必要があると考える。 

３ その他（今後の課題・調査研究すべきテーマ等） 
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視察等個別部分報告書  作成者氏名  須山妙子  

１  視察（研修・視察研修）の実施名称（テーマ）  

岐阜県恵那市  「ＩＣＴ教育の推進について」  

愛知県蒲郡市  「中小企業支援の取組について」  

愛知県半田市  「部活動改革について」  

２  実施結果に対する所感，意見等  

（質疑・意見交換した内容，今後の市政に生かすべき点等）  

岐阜県恵那市  「ＩＣＴ教育の推進について」  

 恵 那市は遠隔教育・遠隔教育の取り組みをいち早く実施することと

している。その実態を学ばせていただいた。  

恵那市南部には生徒数の少ない中学校が点在しており、学習機会の

偏りや人間関係の固定化が課題となっていた。小規模校の生徒に対し

他校とのや学習の質の維持のため遠隔教育・遠隔授業を実施するに至

ったそうだ  

一方東京都のＩＣＴ教育は国際情勢の変動など予測困難なこれから

の時代を生きる子供たちには、多様な価値観を尊重し支えあうととも

に、社会の変化を柔軟に受け止めて主体的に学び続けていくことが求

められる、また不登校や日本語指導が必要な児童・生徒が増加傾向に

あるなど、子供たちがおかれた状況も多様化・複雑化しており、一人

ひとりに合わせた支援が必要となっている。  

更に学校・教員に求められる役割が拡大するなかで、教員が子供た

ちと向き合い一人ひとりの学びを支えるためには、教員が本来の職務

に専念できるよう、業務の効率化や負担軽減等を一層図っていくこと

も重要であり学校教育の情報化を一層加速していくというものだ。  

一概にＩＣＴ教育といっても今目の前にいる子どもにとって本当に必

要なことを見極めることが大切であることを痛感している。  

 恵 那市では各校に遠隔授業専用の部屋を整備し、大画面のディスプ

レーやプロジェクター及び周辺機器も充実して設置されている。  

この教室で行われている取り組みとして３つの例が挙げられた  

・海外日本人学校と恵那市内中学２校を結んでの交流  
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・恵那５中学を結んで生徒会活動について交流  

・恵那５中学の教員を中心に合同の教科部会を組織  

いずれも実際を見てみたい内容であり、大画面を利用して教員間の

授業への支援が行われていることは多忙を極める教員の為にも有用な

取り組みであると考える。  

 子 どもの人数が増えて、教室が不足している調布市で専用の部屋を

設けることは難しい学校もあるが、ＩＣＴ化の時代を生き抜いていく

子ども達にとって必要な環境整備であるとも思う、しっかりと議論し

ていきたい。  

 

愛知県蒲郡市  「中小企業支援の取組について」  

 蒲 郡市は基幹産業の一つである繊維産業で事業者数が減少し、かつ

ての勢いを失っている。そこで、国のデデジタル田園都市国家構想補

助金を活用し「次世代につなぐ地場産業活性化プロジェクト  Ｇ -Ｔ

ｅｘｔｉｌｅ」を計画し令和５年度から３か年計画で実施しており、

本年が最終年度となる。初年度から「東京ガールズコレクション」と

連携し、販売や開発製品のお披露目などを経て、最終の本年度は万博

において東京ガールズコレクションの「メイドインジャパンコレクシ

ョン」への参加と、その凱旋イベントとして東京ガールズコレクショ

ンをメインステージとした「ガマラブフェス」を地元蒲郡の竹島で行

うこととなっている。このガールズコレクションとのつながりは、蒲

郡市役所の若手職員が繊維業との関係で思い立ったものだという。  

若い職員の発想を生かす取り組みは調布市においても大いに参考に

すべきである。三年の取り組み後の蒲郡の繊維業界について今後も注

目していきたい。  

 ま た、創業支援ネットワークについては、調布市と同様の取り組み

を重ねていることが確認できた。もう一歩進んだ取り組みができない

か更に研究が必要な分野であると思う。  

 

愛知県半田市  「部活動改革について  
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 教 員、特に中学校教諭のクラブ活動の負担は大きい。調布市でも喫

緊の課題である。半田市の部活動改革とは、中学校の部活動を平日の

みの実施とし、土日祝日にスポーツや文化芸術活動に親しみたい生徒

は、地域のスポーツクラブや文化芸術活動団体に所属をして活動して

いくようにすることだ。この改革により、生徒が将来にわたって継続

的に地域におけるスポーツ・文化芸術活動に親しむ機会の確保、生徒

の 多 様 な ニ ー ズ に 合 っ た 活 動 機 会 の 確 保 の 充 実 に 取 り 組 む と し て お

り、令和６年９月より始まっている。  

児童生徒の休日のスポーツ活動を生涯スポーツの観点で考えている

点が重要であると思う。教育と切り離して考えていかなければ教員の

関わりをなくすことは困難である。生涯にわたるスポーツ活動の推進

計画の中から児童・生徒の年代が抜けてしまっていることに課題があ

ったことがよく理解できた。  

半田市では大会への参加などについて令和６年９月以降は、中学校

の部活動としては平日の活動の成果発表の場として、運動部は、知多

地方中学校体育大会（郡大会）とその上位大会のみ参加。文化部は、

吹奏楽コンクール知多地区大会、ＮＨＫ全国学校音楽コンクールとそ

の上位大会のみ参加。令和６年度は、半田市スポーツ大会（半田祭）

まで各学校の部活動で参加することができるが、他の大会やコンクー

ルに参加したい人は、地域の活動団体に所属をして参加をしていくこ

とになる。参加する団体によって、練習や大会参加等についての活動

方針が違うので、自分の希望に合った活動方針の団体を選ぶようアナ

ウンスしている 。  

調布市でも児童・生徒のスポーツへの取り組み方は個々に異なる。

大会などを目指し、自分のスキルを上げたい子供もいるし、今いる友

達と汗を流してスポーツを楽しみたい子供もいる。それぞれのニーズ

に合わせて、自分がやりたいスポーツや文化活動をやりたいようにで

きるサポート体制を整備していく必要がある。調布市でも令和８年度

には休日、祝日を地域連携、地域移行していく予定である。子どもに

とっても、教員にとっても、地域にとっても実のあるものになるよう
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取り組んでいきたい。  

 

３  その他（今後の課題・調査研究すべきテーマ等）  

 

上述  

 


